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鬼怒川・小貝川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会規約 

（名称） 

第１条 この会議は、水防法（昭和２４年法律第１９３号）第１５条の９に基づく大規模

氾濫減災協議会として組織することとし、「鬼怒川・小貝川上流域大規模氾濫に関する減

災対策協議会」（以下「協議会」という。）と称する。 

（目的） 

第２条 協議会は、平成２７年９月関東・東北豪雨により鬼怒川下流域において大規模な

浸水被害が発生したことを踏まえ、市町、県、河川管理者等が連携・協力して、減災の

ための目標を共有し、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進することにより、

鬼怒川・小貝川上流域において氾濫が発生することを前提として社会全体で常に洪水に

備える「水防災意識社会」を再構築することを目的とする。 

（協議会の対象河川） 

第３条 協議会は、下館河川事務所が管理する別表１の河川を対象とする。 

（協議会の構成） 

第４条 協議会は、別表２の職にある者をもって構成する。 

２ 協議会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

３ 事務局は、第１項によるもののほか、協議会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

２の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を協議会に求めることができる。 

（幹事会の構成） 

第５条 協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表３の職にある者をもって構成する。 

３ 幹事会の運営、進行及び招集は事務局が行う。 

４ 幹事会は、協議会の運営に必要な情報交換、調査、分析、減災対策等の各種検討、調

整を行うことを目的とし、結果について協議会へ報告する。 

５ 事務局は、第２項によるもののほか、幹事会構成員の同意を得て、必要に応じて別表

３の職にある者以外の者（学識経験者等）の参加を幹事会に求めることができる。 

（協議会の実施事項） 

第６条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

一 洪水の浸水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれ又は

連携して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有する。 

二 円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水を実現する

ために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた地域の取組方針を作

成し、共有する。 

資料０
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三 毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認

する。また、本協議会等を中心として、毎年出水期前にトップセミナーや堤防の共同

点検等を実施し、状況の共有を図る。 

四 その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 

 

（会議の公開） 

第７条 協議会は、原則として報道機関を通じて公開とする。ただし、審議内容によって

は、協議会に諮り、非公開とすることができる。 

２ 幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより公開と見な

す。 

 

（協議会資料等の公表） 

第８条 協議会に提出された資料等については速やかに公表するものとする。ただし、個

人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表しな

いものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た後、

公表するものとする。 

 

（事務局） 

第９条 協議会の庶務を行うため、事務局を置く。 

２ 事務局は、関東地方整備局下館河川事務所で行う。 

 

（雑則） 

第１０条 この規約に定めるもののほか、協議会の議事の手続きその他運営に関し必要な

事項については、協議会で定めるものとする。 

 

（附則） 

第１１条 本規約は、平成２８年６月１３日から施行する。 

          平成２９年５月３０日 改定 

          平成３０年５月３０日 改定 

          令和３年２月１９日 改定 

          令和６年６月５日 改定 

          令和７年２月１９日 改定 

          令和７年６月３０日 改定 

令和８年６月５日 改定 
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別表２ 

 

宇都宮市長 

小山市長 

真岡市長 

矢板市長 

さくら市長 

下野市長 

上三川町長 

益子町長 

芳賀町長 

塩谷町長 

高根沢町長 

栃木県知事 

日本貨物鉄道株式会社 安全推進部長 

東武鉄道株式会社 安全推進部長 

真岡鐵道株式会社 代表取締役社長 

野岩鉄道株式会社 常務取締役 鉄道部長 

気象庁 宇都宮地方気象台長 

気象庁 水戸地方気象台長 

国土交通省 国土地理院 関東地方測量部長 

国土交通省 関東地方整備局 下館河川事務所長 

国土交通省 関東地方整備局 鬼怒川ダム統合管理事務所長 
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別表３ 

 

宇都宮市 行政経営部 危機管理課長 

小山市 総務部 危機管理課長 

真岡市 市民生活部 市民生活課長 

矢板市 生活環境局 市民生活部 局長 危機対策班長 

さくら市 総合政策部 総務課長 

下野市 市民生活部 安全安心課長 

上三川町 総務課長 

益子町 総務部 総務課長 

芳賀町 総務企画部 総務課長 

塩谷町 くらし安全課長 

高根沢町 地域安全課長 

栃木県 危機管理防災局 危機管理課長補佐 

栃木県 県土整備部 河川課 県土防災対策班長 

日本貨物鉄道株式会社 安全推進部 副部長 

東武鉄道株式会社 安全推進部 課長 

真岡鐵道株式会社 事業部 事業部長 

野岩鉄道株式会社 鉄道部 部次長 

気象庁 宇都宮地方気象台 防災管理官 

気象庁 水戸地方気象台 防災管理官 

国土交通省 国土地理院 関東地方測量部 防災課長 

国土交通省 関東地方整備局 下館河川事務所 副所長（技術） 

国土交通省 関東地方整備局 鬼怒川ダム統合管理事務所 副所長（技術） 

 

 

 

5



○R7年度の取組状況および今後実施する取組         【上流域】

事　　項

具体的取組

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

・護岸整備（河岸侵食対策）等 ・護岸整備（河岸侵食対策）等 順次実施
関東

地整■

（自由記入欄）

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪水
時の状況を把握・伝達するための基
盤の整備

・雨量・水位等の観測データ及び洪
水時の状況を把握・伝達するための
基盤の整備

H28年度から順次実施 ■
関東

地整■

（自由記入欄）

・防災行政無線の改良、防災ラジオ
の配布等の整備

・防災行政無線の改良、防災ラジオ
の配布等の整備

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
活
用

（自由記入欄）

・水防活動を支援するための水防資
機材等の配備（新技術活用も含め）
及び適切な管理

・水防活動を支援するための水防資
機材等の配備や新技術の活用検
討、配備後の適切な管理を実施

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
関東

地整■

（自由記入欄）

・簡易水位計や簡易型河川監視カメ
ラ等の設置

・簡易水位計や簡易型河川監視カメ
ラの設置

H28年度から順次実施  ▲ ●
関東

地整■

（自由記入欄）

・浸水時においても災害対応を継続
するための施設の整備及び自家発電
装置等の耐水化

・浸水時においても災害対応を継続
するための施設の整備及び自家発
電装置等の耐水化

H28年度から順次実施 － ● ● － ● － － ● − ● －

（自由記入欄）

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・　周知等

・想定最大規模降雨による洪水浸水
想定区域図、氾濫シミュレーション（鬼
怒川・小貝川）の公表

・鬼怒川洪水浸水想定区域図、氾濫
シミュレーションの策定・公表
・小貝川洪水浸水想定区域図、氾濫
シミュレーションの策定・公表

H28.8
H28年度

関東
地整●

活
用

（自由記入欄）

・ハザードマップの作成・周知
・想定最大外力にもとづいた洪水を
対象に、洪水ハザードマップを策定・
更新する

H29年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● 〇
活
用

（自由記入欄）
令和７年度更新を実施、令和8年度に住民配布予定（塩谷
町）

・地域の特性を踏まえた適切な避難
方法（垂直避難等）や効果的なまるご
とまちごとハザードマップの検討・周
知

・水位の上昇が早い、上流域の特性
を踏まえた垂直避難等の適切な避
難方法の検討や、公共施設や電柱
を中心に、看板の設置や周知を行う

H29年度から順次実施 ■ ■ ▲ ▲ ● ■ ■ ■ ▲ ▲ ▲ ■

気象庁■
地理院－

関東
地整●

活
用

（自由記入欄）

・要配慮者利用施設の避難計画の作
成及び訓練の促進

・要配慮者利用施設の避難計画に
水害を位置づけていく

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 気象庁■
活
用

（自由記入欄）

・ハザードマップポータルサイトを活用
した周知サポート、地図情報の活用

・ハザードマップの周知のサポートと
して、ハザードマップポーサルサイト
や地図情報を提供する

H28年度から順次実施 ■ 地理院■
活
用

（自由記入欄）
GISでの地図情報上にハザードマップデータを掲載
：令和7年度作成（令和8年度より公開）（塩谷町）

○ ： 実施予定　、 ● ： 実施済み、 ■：実施済み（継続）、
 ▲：検討中、 － : 対象なし

各取組に対して、国や県に対するご要望や苦労されて
いる課題等がございましたら、以下の（⾃由記⼊欄）
にご記⼊ください。

下
野
市

上
三
川
町

真
岡
市

地
域
住
民

塩
谷
町

高
根
沢
町

栃
木
県

矢
板
市

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
国

益
子
町

芳
賀
町

さ
く
ら
市

宇
都
宮
市

小
山
市

資料１

：令和７年度実施 ：令和８年度以降に実施予定：令和６年度実施 ：令和９年度以降に実施予定：令和６年度以前
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事　　項

具体的取組

各取組に対して、国や県に対するご要望や苦労されて
いる課題等がございましたら、以下の（⾃由記⼊欄）
にご記⼊ください。

下
野
市

上
三
川
町

真
岡
市

地
域
住
民

塩
谷
町

高
根
沢
町

栃
木
県

矢
板
市

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
国

益
子
町

芳
賀
町

さ
く
ら
市

宇
都
宮
市

小
山
市

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

・短時間判断等の上流域の特徴を考
慮したタイムラインの更新及び実践的
な訓練の検討

・水位の上昇が早いことで限られた
時間での避難指示等の判断を行うこ
とが想定され、その特徴を踏まえた
タイムラインへの更新、実践的な訓
練の検討を行う

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

気象庁■
地理院－

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・気象情報発信時の「危険度の色分
け」や「警報級の現象」等の改善（水
害時の情報入手のし易さをサポート）

・警報等における危険度の色分け表
示
・「警報級の現象になる可能性」の情
報提供
・メッシュ情報の充実化

H29年度から順次実施 気象庁■
活
用

（自由記入欄）

■防災教育や防災知識の普及

・水災害の事前準備に関する問い合
わせ窓口の設置

・ハザードマップの見方などの水災
害の事前準備に関する問い合わせ
窓口の設置する

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ■ ■ ●

気象庁■
地理院－

関東
地整■

活
用

（自由記入欄）

・水防災に関する説明会の開催 ・水防災に関する説明会を開催する H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

気象庁■
地理院－

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・水害記録の伝承

・自然災害伝承碑の情報を「地理院
地図」に掲載する
・過去の自然災害の教訓を地域の
方々に適切にお伝えするとともに、
教訓を踏まえた的確な防災行動によ
る被害の軽減を目指す

R2年度から順次実施 － ■ ▲ － － － － ▲ ▲ － － －

気象庁■
地理院■

関東
地整■

活
用

（自由記入欄）

・小中学生を対象とした防災教育の
実施及び教員へのサポート

・小中学生を対象に防災教育の実施
や授業への組込みの際の教員への
サポートを実施

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ▲ ■ ■ ■ ■

気象庁■
地理院－

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・出前講座等を活用した講習会の実
施

・出前講座等の要望があれば積極
的に参加し、防災知識の普及啓発
活動等の支援を実施

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ● ■ ■ ■

気象庁■
地理院■

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・プッシュ型の洪水予報等の情報発
信

・プッシュ型による情報発信（洪水予
報等）の実施

H28年度から順次実施
関東

地整■
活
用

（自由記入欄）

・水位計やライブカメラの情報をリア
ルタイムで提供

・水位計の情報やライブカメラの映
像をリアルタイムで提供

H28年度から順次実施 ■
関東

地整■
活
用

（自由記入欄）

・水害リスクラインによる水位情報の
提供

・水害リスクラインによる一般への水
位情報の提供

R2年度から順次実施
関東

地整■
活
用

（自由記入欄）

■共助の仕組み強化のための取組

・防災部局だけでなく高齢者福祉部局
についても、協議会への参加や協議
会に関する情報共有を実施

・防災部局だけでなく高齢者福祉部
局についても、協議会への参加や防
災部局から協議会に関する情報提
供を受けるなどにより情報共有を実
施

R元年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
関東

地整■

（自由記入欄）

・地域包括支援センターにハザード
マップの掲示や防災関連のパンフ
レット等を設置

・地域包括支援センターにハザード
マップの掲示や避難訓練のお知らせ
等のパンフレット等を設置

R元年度から順次実施 ▲ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
活
用

（自由記入欄）

・地域包括支援センター・ケアマネ
ジャーと連携した水害からの高齢者
の避難行動の理解促進に向けた取
組の実施

・地域包括支援センター・ケアマネ
ジャー等の日常勤務における防災
に関する取組事例を共有
・災害対応研修の場を活用し、ケア
マネジャーへハザードマップ等の説
明を実施
・最新の防災・減災施策の説明や高
齢者自身の災害・避難カードの作成
に対する支援を実施

R元年度から順次実施 ▲ ▲ ▲ ▲ ■ ■ ▲ ▲ ■ ■ ▲ ▲
参
加

（自由記入欄）

■災害を我がことと考えるための取組

・ハザードマップの訓練等への活用
・ハザードマップを活用した自主防災
組織等による避難訓練の実施

R元年度から
順次実施 ● ■ ■ ■ ■ － ■ ■ ■ ■ ■ ■

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・マイ・タイムライン作成講座の実施 ・マイ・タイムライン作成講座の実施
R元年度から

順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ▲ ▲ ▲ ■ ●
関東

地整■
参
加

（自由記入欄）

・地域の防災リーダーの育成
・地域の防災士等やマイ・タイムライ
ンリーダーへの研修を実施

R元年度から
順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ － ■ ▲ ■ ■ ■ ■

気象庁■
関東

地整■

参
加

（自由記入欄）
・自主防災組織リーダーの防災士養成講座受講を行いまし
た。（塩谷町）

・水防災意識強化週間における集中
的な水防災に関する普及・啓発活動
の実施

・水防災意識強化週間に水防災に
関するパネル展を実施

R元年度から
順次実施 ■ ● ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

関東
地整■

地理院■

参
加

（自由記入欄）

○ ： 実施予定　、 ● ： 実施済み、 ■：実施済み（継続）、
 ▲：検討中、 － : 対象なし：令和７年度実施 ：令和８年度以降に実施予定：令和６年度実施 ：令和９年度以降に実施予定：令和６年度以前
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事　　項

具体的取組

各取組に対して、国や県に対するご要望や苦労されて
いる課題等がございましたら、以下の（⾃由記⼊欄）
にご記⼊ください。

下
野
市

上
三
川
町

真
岡
市

地
域
住
民

塩
谷
町

高
根
沢
町

栃
木
県

矢
板
市

具体的な取組の柱

主な内容 目標時期
国

益
子
町

芳
賀
町

さ
く
ら
市

宇
都
宮
市

小
山
市

２）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・水防団等への連絡体制の再確認
・無線やメールなどを活用した情報
伝達手段の確保
・適切な管理の実施

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ○ ■

（自由記入欄）
・無線機の更新整備予定（塩谷町）

・水防団同士の連絡体制の確保 ・近隣の水防団の連絡体制の確保 H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
（自由記入欄）

・水防団や地域住民が参加する洪水
に対しリスクが高い区間の共同点検

・毎年、国が実施している重要水防
箇所等の共同点検に参加

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ − ■ ■ ■
気象庁■

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

・関係機関が連携した実働水防訓練
の検討・実施

・利根川水系合同水防訓練及び鬼
怒・小貝水防連合体水防訓練等の
水防管理団体の訓練に参加及び実
施内容等の検討

引き続き実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

気象庁■
関東

地整■
地理院－

参
加

（自由記入欄）

・水防活動の担い手となる水防協力
団体の募集・指定を促進

・広報紙やホームページ等で広く募
集していく

引き続き実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
参
加

（自由記入欄）

・地域の建設業者による水防支援体
制の検討・構築

・地域の建設業者も組み込んだ水防
支援体制の検討を実施し、構築する

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

（自由記入欄）

・自主防災組織の促進及び支援等の
検討

・地域の住民が協力し合う自主防災
組織の普及の促進及び支援等の検
討の実施

H28年度から順次実施 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■
気象庁■

関東
地整■

参
加

（自由記入欄）

■既設ダムの危機管理型運用方法の確立

・既存ダムの機能を最大限活用する
運用方法の検討等

・AI等を用いた洪水の予測精度の向
上を図る

H28年度から順次実施
関東

地整■

（自由記入欄）

２）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す既存施設の活用等の取組

■既存施設の活用を含めた緊急排水計画（案）の作成及び既存施設の管理方法の検討

・排水機場・樋門・水門等の情報共
有、霞堤の排水機能を踏まえた排水
の検討等を行い、大規模水害を想定
した緊急排水計画（案）を作成

・排水施設の情報共有、既設の霞堤
の排水機能を活用した排水手法等
の検討を行い、大規模水害を想定し
た緊急排水計画（案）を作成

H29年度から順次実施 － ■ ▲ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

気象庁－
地理院－

関東
地整●

（自由記入欄）

・霞堤の適切な管理のための機能・
効果の啓発活動の検討・周知

・霞堤の排水機能を維持するための
適切な管理、それを維持するために
必要な啓発活動の検討

H29年度から順次実施 － － ▲ － ■ － ○ － − ■ - －

気象庁－
地理院－

関東
地整○

（自由記入欄）

○ ： 実施予定　、 ● ： 実施済み、 ■：実施済み（継続）、
 ▲：検討中、 － : 対象なし

：令和７年度実施 ：令和８年度以降に実施予定：令和６年度実施 ：令和９年度以降に実施予定：令和６年度以前
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第１２回 鬼怒川・小貝川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会

令和７年度の取り組み事例について

資料２

9



１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

●防災ラジオの整備

令和７年度の取組状況

宇都宮市

○ 情報伝達体制の強化を図るため，令和元年６月から防災ラジオの運用を開始しており，
令和７年度についても広報紙や地域の方々が集まる会議や出前講座等の機会を活用し，普及
促進を図っており，着実に利用者が増加している。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災ハザードマップの作成・周知等

●防災ハザードマップ等を活用した水害リスクの事前周知
✓様々な機会を捉えた周知・啓発の実施

宇都宮市

令和７年度の取組状況

○ 総合的な治水・雨水対策の取組の一つとして，市民が水害リスクに関する理解を深め，災害時に
適切な避難行動がとれるよう，商業施設や河川の工事現場における総合治水オープンハウスの開
催や防災ハザードマップの説明会など，様々な機会を捉えた周知・啓発による市民の防災意識の更
なる醸成に努めた。

2025年 6月 ～ 11月     商業施設における総合治水オープンハウス（市役所，商業施設５箇所）
2025年 10月   防災ハザードマップの使い方等に関する説明会（対象：福祉事業者団体）
2026年    1月   総合治水オープンハウス（準用河川越戸川バイパス）

防災ハザードマップ説明会

来年度以降に実施予定の取組内容

〇令和８年度も引き続き，様々な機会を捉えた周知・啓発を実施

総合治水オープンハウス
（商業施設）

総合治水オープンハウス
（準用河川越戸川バイパス）
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

●第７３回利根川水系連合・総合水防演習の実施

宇都宮市

令和７年度の取組状況

水防技術の向上・伝承及び水防団の士気高揚を図るとともに，地域社会全体における防災知
識の普及，防災意識の向上，災害対処能力の更なる向上を図ることを目的とし，令和７年５月
１７日（土）に第７３回利根川水系連合・総合水防演習を実施した。

８種の水防工法（木流し・シート張り・水防マット，積土のう，改良積土のう，五徳縫い・
月の輪・改良月の輪）を実施し，技術の伝承を図ったほか，段ボールやプランターを活用した
簡易水防工法など実践的な訓練を行った。

水防マット工 改良積み土のう 簡易水防工法
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

●水防活動を支援するための水防資機材等の配備（新技術活用も含め）及び適切な管理
・水防活動を支援するための水防資機材等の配備や新技術の活用検討、配備後の適切な管理を実施

令和７年度の取組状況

小山市

来年度以降に実施予定の取組内容

・ドローンにより広域の被害状況の確認や情報収集を行うための基本操縦訓練の実施。
・河川の水位や形状の調査を実施。
・飛行した際のリアルタイムの映像をWeb会議を活用して警防本部などに情報共有する訓練の実施。
・小型船舶操縦士（船外機付き救命ボート用）の資格免許を新たに４名が取得する。

ドローン

河川調査 夜間における上空からの映像伝送 小型船舶操縦士の増強

・水防資機材の適正な維持管理
・土のう備蓄数の確保
・ドローンの技術力向上訓練及び定期的な河川調査
・資格及び免許取得費用の確保 13



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・周知等

●ハザードマップの作成・周知
・想定最大外力にもとづいた洪水を対象に、洪水ハザードマップを策定・更新する

小山市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇日常時から水防災への意識を高めるとともに浸水深等の知識の普及・浸透等を図り、水害が発生した際に命を守るための
避難行動を促し、被害を最小限にとどめることを目指して「まちなか」の電柱等に情報を表示した。

R7表示看板設置箇所（小山市生井地区２９箇所）

【選定条件】
①交通量の多い路線
②想定浸水深の深い箇所
③集会所、避難所等の人が

 集まる場所

その他、地域住民の意向を取り入れることで、地域の実
情に合わせて表示看板を設置した。また、地域住民にお知
らせを回覧し、水防災への意識向上及び被害軽減を促した。

〇洪水による浸水想定深の大きな地区を優先して、引き続きまるごとまちごとハザードマップの設置地区を拡充する。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

●短時間判断等の上流域の特徴を考慮したタイムラインの更新及び実践的な訓練の検討

・水位の上昇が早いことで限られた時間での避難指示等の判断を行うことが想定され、その特徴を踏まえたタ
イムラインへの更新、実践的な訓練の検討を行う

小山市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

本格的な出水期を迎えるにあたり、風水害発生時における迅速かつ的確な対応の実現に向け
て、シナリオを作成せず、実践的なブラインド型訓練を実施した。

各種災害事案の状況付与に基づき各部局において調整、連携、判断、対応を実施。

【期日】令和７年７月２日（水）

【会場】小山市役所 本庁舎６階 災害対策室

【参加者】本部長、副本部長、本部員・連絡員、危機管理課職員など 91名

【重点項目】災害時の切迫感・緊迫感を再現し、判断・情報収集力の向上及び共有の徹底を図る

本部員・連絡員による事案への調整・連携↓

・全体的には被害発生状況に応じた対応ができており、
個々の市民にどのように情報を届けるか、その仕組みづ
くりを日ごろから考える必要があると感じられたことか
ら、今回のような訓練を継続していく。
・今回の訓練では状況対応に追われ、事案の深堀りが不
十分であったため、今後は内容の厚みも考慮した事案に
改善する。 15



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

小山市

令和７年度の取組状況

●小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート
・ 小中学生を対象に防災教育の実施や授業への組込みの際の教員へのサポートを実施

講話や体験活動を通して、子どもたちの防災への意識を高め、自分の命を守るとともに助け合い協力して活動するこ
との大切さを学んでもらうことを目的に、過去に水害を受けた経験のある地域の小学校を会場に防災体験学習を実施
した。

【期日】令和７年１１月２２日（土） 絹義務教育学校 【参加者】５～６年の希望する児童及び保護者 １１名

【活動内容】 講師：小山市教育委員会こども政策課職員及び小山市総務部危機管理課職員

パーティション設置体験 非常食体験簡易トイレ組立体験

（１）防災講話「災害から命を守るために
～災害時の対応と災害への備え～」

（２）避難所開設体験
★パーティション設置
★簡易トイレ組立

（３）防災体験学習
★防災カードゲーム

（４）非常食体験
★非常食の実食体験

来年度以降に実施予定の取組内容

浸水想定区域内の小学校を中心に選定し、引き続き、児童を対象に防災体験学習を実施する。
16



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●地域の防災リーダーの育成
・地域の防災士等やマイ・タイムラインリーダーへの研修を実施

小山市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

大規模災害発生時に円滑な避難所の開設・運営を図るため、自主防災会向け「防災リーダー講習会」、防
災士向け「防災士スキルアップ研修」を市消防本部と連携して、初めて実施。

具体的には、パーティションや簡易トイレなどの資機材取扱いや受付事務補助、備蓄倉庫見学を行った。

【期日】令和７年１１月８日（土）、１５日（土）

【会場】小山市立羽川小学校体育館、 間々田小学校体育館

【参加者】自主防災会、防災士、消防団、市職員など 延べ１１０名

備蓄倉庫の見学↓避難者受入れレイアウトの確認↓

・自主防災組織や消防団と連携しながら、継続して本取組を市内の他避難所でも実施していく。
17



２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

●関係機関が連携した実働水防訓練の検討・実施
・利根川水系合同水防訓練及び鬼怒・小貝水防連合体水防訓練等の水防管理団体の訓練に参加及び実施内容等の検討

小山市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

・排水路にて、排水要領及び資機材の取扱い方法の確認を実施する。
・排水ポンプを水路に設定し、排水訓練を実施する。

設定訓練状況 排水訓練状況

・出水期前に風水害実動訓練を実施
・関係機関との連携訓練を検討、実施
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●真岡市防災リーダーの養成
✓防災士によるマイ・タイムライン作成講座の実施

真岡市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○地域における防災力の向上および自主防災組織活性化のために活躍できる人材を育成
するため「真岡市防災リーダー養成研修」を実施した。

○全５回の研修のうち、防災士によるマイ・タイムライン
作成講座を１回実施した。

○実施日：令和７年１０月１１日

○受講者：１５名

○令和８年度も同様の取り組みを継続し、地域防災力の向上を図る。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・周知等

矢板市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇市職員が、行政区住民に対し、ハザードマップの周知及び地区防災マップ作成の案内を実施。
2025年 7月    ハッピーハイランド矢板行政区住民         30名
2025年 11月      ロビンシティ矢板行政区住民            20名

〇来年度以降も引き続き、同様の取組を継続する。

●ハザードマップについての解説とそれを基にした地域防災に対する情報提供

20



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

●マイタイムラインの作成

矢板市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇市職員がマイ・タイムライン作成のリーダーとなり、マイタイムラインの作成を実施した。
2025年 7月    片岡小学校の生徒・保護者         70名
2025年   9月      東小学校の生徒                 50名
2025年   9月 泉常設型サロン「いこいず」高齢者 5名

〇来年度以降も引き続き、同様の取組を継続する。

21



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●防災に関する体験学習や情報提供

矢板市

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇市職員が防災についての講義を実施。
2025年 10月 東小学校の生徒に対し、防災マップ作成の講義  30名
2025年 12月      東小学校の生徒に対し、避難所設営体験  60名
2025年 11月 片岡小学校の生徒に対し、HUGゲーム実施            30名

〇来年度以降も引き続き、同様の取組を継続する。

22



〇出前講座等を活用し、各地区にて防災講話を実施。
・令和７年５月７日  自治会区長  参加者 約60名
・令和７年９月18日  さくら清修高校の高校生    参加者 約10名

※主な講話内容
・ハザードマップの説明
・自主防災組織の設立、活動
・避難所用品の体験 等

継続して実施する。

２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

令和７年度の取組状況

出前講座等を活用した講習会の実施

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

令和７年度の取組状況

・小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート

小学校における防災・減災イベント

○VR防災体験車の体験活動、消防団体験活動、炊き出し体験、避難所体験 等
・日時：令和７年７月12日
・場所：熟田小学校
・対象：児童・卒業生・保護者・地域住民

継続して実施する。

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

令和７年度の取組状況

・小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート

小学校における防災教室

①消防団のよる活動紹介、放水・ポンプ車乗車体験
②宇都宮大学地域デザイン科学部と連携し、大学生による防災借り物競争
・日時：令和７年11月８日
・場所：喜連川小学校
・対象：４～６年生（約13名）

継続して実施する。

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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中学校における防災教室

○宇都宮大学地域デザイン科学部と連携し、ハザードマップ等を利用した「危険予知ゲーム」を実施
・日時：令和７年12月４日
・場所：喜連川中学校
・対象：１年生（約60名）

継続して実施する。

２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

令和７年度の取組状況

・小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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市内小学生および防災士を対象にした防災お泊り会

○防災講話、防災食づくり、防災工作、段ボールベッド組み立て
・日時：令和７年11月15日～16日
・場所：喜連川公民館
・対象：４～６年生（30名）

 防災士(３名)

継続して実施する。

２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

令和７年度の取組状況

・小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

・自主防災組織の促進及び支援等の検討

令和7年度の取組状況

〇自主防災組織の設立、活動支援補助金

・防災資機材等整備補助金
最大50万円、１地区１回限り（補助率100/100）
令和7年度実績：3地区

・自主防災組織運営事業補助金
最大３万円、各年度１回、（補助率100/100）
令和7年実績：20地区

継続して実施する。

さくら市

来年度以降に実施予定の取組内容
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

●防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備
防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備

令和７年度の取組状況

下野市

令和元年度より、防災ラジオの有償配布のほか、市内に住所を有する８０歳以上の方
のみで構成する世帯などに対し、申請により無償貸与を実施している。

昨今の災害の頻発化から普及促進のため、令和５年度より価格を改定した。
有償配布
・市内に住所を有する方、事業所等がある方

５，０００円（１台） ⇒ ２，０００円（１台）
・市内に住所を有する７５歳以上の方のみで構成される世帯

２，０００円（１台） ⇒ １，０００円（１台）
無償配布
・市内に住所を有する８０歳以上の方のみで
構成される世帯
・視覚障がい者１・２級の方
・自治会長
・自主防災組織代表者
・民生委員 など

来年度以降に実施予定の取組内容

引き続き、広報紙や防災講話で防災ラジオを周知し、普及促進を図る。 29



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

●短時間判断等の上流域の特性を考慮したタイムラインの更新及び実践的な訓練の検討

水位の上昇が早いことで限られた時間での避難指示等の判断を行うことが想定され、その特徴を踏まえた
タイムラインへの更新、実践的な訓練の検討を行う

下野市

令和7年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

引き続き、消防団と連携した各種訓練を実施していく。

○令和７年９月には新しい取り組みとして下野市消防団災害図上訓練を実施した。この訓練で、下野
市消防団第1分団～第9分団までが仮想のまち（A県Z市）の消防団本部（プレーヤー）として次々に付

与される状況付与票の情報に対応しながら、風水害の警戒期から発災直後にかけての動きを疑似体
験した。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

下野市

令和７年度の取組状況

●小中学生を対象とした防災教育の実施
小中学生を対象に防災教育の実施

市内小学校での防災に関する授業、体験、講話を実施した。

1. 実施日：令和７年７月９日（水） 下野市立南河内第二中学校の１年生７９名を対象に防災講話と
避難所設営及び体験を実施した。

2.実施日：令和７年１０月６日（月） 下野市立古山小学校の４年生６８名を対象に防災講話と段ボール
ベッド、エアーベッドの組立体験を実施した。

4.実施日：令和７年１１月５日（水）下野市立国分寺東小学校４年生３９名を対象に防災講話と段ボー
ルベッドの組み立てを実施した。

3.実施日：令和７年１０月１７日（金） 下野市立祇園小学校の５年生４８名と６年生５０名を対象に防災

講話、段ボールベッドとエアーベッドの組み立て、簡易トイレ、簡易ベッド、避難ルームの見学と体験を
実施した。

5.実施日：令和７年１１月１８日（火）下野市立細谷小学校４年生２１名を対象に防災講話と段ボール
ベッドの組み立てを実施した。

来年度以降に実施予定の取組内容

来年度も継続して小中学生を対象とした
防災講話を実施し、防災意識の醸成を図る。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●小中学生を対象とした防災教育の実施
 町内全ての小学校（指定避難所）で避難所開設訓練を実施

上三川町

令和７年度の取組状況

避難所入口  受付 マットを受取りテントへ移動 テントの中で「(課題)必要な防災
グッズ」について話し合う

〇小学生を対象とした防災教育の実施
 災害が発生し避難所に避難した際の一連の流れを体験することによって、災害に対する意識向上を目指す。

   また、避難所開設から撤去に至るまで、実際の避難所担当職員が作業することにより避難所対応の経験を
 高める。

〇訓練には地域の自主防災組織も準備段階
   から参加し、組織活動の活性化を図る。

避難時の行動・資機材の説明

〇人事異動等により避難所担当職員が毎年
   変わるため次年度以降も継続して実施する。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●対象地区全住民への確実な情報伝達方法の確率
 町情報アプリの配信による防災情報やイベント情報の通知

上三川町

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇各種団体や地域住民に対し、風水害対策に関する説明会を実施
  水防災に関する研修会、マイ・タイムライン作成講座、石田地区自治会自主防災連合会と協力しジョイフル

本田宇都宮店にて防災にまつわるクイズや新聞紙を使用したスリッパづくり、ビニール袋を使ったポンチョ
づくりの防災イベント等を実施した。

〇自治会や小学校など普段から水防災に関する知識を身に付ける
 ために来年度も実施する。

〇自主防災組織内で活動内容を共有するために顔の見える関係を創る。

マイ・タイムライン作成講座

自主防災組織設立説明会

防災イベントの実施自主防災組織向け研修会
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

●町職員向け研修会の実施
 気象防災に関する町職員向けの研修会を実施（年２回）

上三川町

令和７年度の取組状況

〇気象防災アドバイザーによる職員研修会の実施（年２回）

・気象庁が行っている、気象防災アドバイザー活用促進事業を活用。
・気象と防災の専門家である講師による研修を通して、気象防災に関する知識を学ぶ。

※気象防災アドバイザー：所定の研修を修了した気象予報士や気象庁退職者等の気象防災のスペシャリスト

 【第１回（講演形式）】
           台風や線状降水帯などによる災害発生に備えて、
           町職員として知っておきたい気象災害・防災の知識
           や防災気象情報の利活用を学ぶ職員研修会

 【第２回（ワークショップ形式）】
           過去の災害事例をもとに、職員が担当する分野
         （道路・インフラ、避難所、情報・住民対応）において
           求められる災害対応をグループごとに検討する。

過去の事例をもとに検討・発表

気象情報の読み解き方を学ぶ
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

●対象地区全住民への確実な情報伝達方法の確率
 町情報アプリの配信による防災情報やイベント情報の通知

上三川町

令和７年度の取組状況

〇町の防災情報（避難情報等）をスマートフォンに通知

【確実な情報伝達】

・町からの緊急防災情報を
アラートと音声で通知

【便利なリンク集】

・ハザードマップや河川の水位情報等、
災害時に役立つリンク集

【多言語配信機能】

・英語・中国語・ベトナム語・インドネシ
ア語・ポルトガル語の５カ国語でメー
ルの内容を配信
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

●水防活動を支援するための水防資機材等の配備及び適切な管理
 防災倉庫のレイアウト見直し・整理整頓

上三川町

令和７年度の取組状況

〇防災倉庫のレイアウト見直し・整理整頓

・災害時、素早く防災資機材や備蓄食料等の取り出しができるよう、
                            カテゴリー別の設置レイアウト見直しと整理整頓。

防災資機材（取り出しやすさも優先）備蓄食料（賞味期限ごとに分ける）
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

〇具体的な取組
防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備

令和７年度の取組状況

益子町

〇ＷＥＢ版防災行政無線の整備（令和３年度）
防災無線やＪアラートの音声放送をスマートフォンやパソコン、タブレットなどで聞くこと
ができる。また、町外にいる場合でも情報を受け取ることができる。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・周知等

〇具体的な取組
ハザードマップの作成・周知

益子町

令和７年度の取組状況

〇ハザードマップの普及啓発
令和５年６月に改訂した益子町防災ハザードマップの窓口における配布のほか、
ホームページでの公開、出前講座等を実施し、普及啓発活動をしている。
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

〇具体的な取組
タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練

益子町

令和７年度の取組状況

〇県との共催図上訓練
８月６日(水)に、地震に起因した大規模災害の発生を想定した栃木県との共催図上訓
練の中で、発災から48時間後の状況で実施し、町の災害対策本部として、災害時の
対応能力向上等を図る。

災害対策本部 状況付与型シミュレーション訓練
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

〇具体的な取組
出前講座等を活用した講習会の実施

益子町

令和７年度の取組状況

〇防災知識の普及啓発活動等の支援を出前講座で実施
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■共助の仕組み強化のための取組

〇具体的な取組
地域包括支援センターにハザードマップの掲示や防災関連のパンフレット等を設置

益子町

令和７年度の取組状況

〇地域包括支援センターにハザードマップの掲示や避難訓練のお知らせ等
のパンフレット等を設置
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

〇具体的な取組
水防災意識強化週間における集中的な水防災に関する普及・啓発活動の実施

益子町

令和７年度の取組状況

〇水防災に関するパネル展示
水防災意識週間（９月３日～９月10日）に町役場１階ロビーにおいて
来庁者に対して水防災に関する普及啓発活動を実施
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

〇具体的な取組
自主防災組織の促進及び支援等の検討

益子町

令和７年度の取組状況

〇自主防災組織の支援等として、地区防災計画を策定

43



２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

自主防災組織の促進及び支援等の検討
町・自主防災組織合同防災訓練の実施

芳賀町

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

１０月５日 町内の自主防災組織と合同で防災訓練を実施した。

各自主防災組織は避難行動要支援者名簿を利用した避難誘導などの地域の実情に応じ
た訓練を行った。

町では、職員による避難所開設運営訓練等を実施したほか、自主防災組織への支援とし
て、訓練の講師の手配や、自主防災組織運営費用の助成を行った。

次年度以降も継続して実施予定。
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

令和７年度の取組状況

塩谷町

来年度以降に実施予定の取組内容

●防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備
防災行政無線の改良、防災ラジオの配布等の整備

〇防災行政無線の屋外スピーカーを補完するシステムの導入（令和２年度）

・戸別受信機の貸与（今後も継続）
・スマートフォンアプリ（令和7年度更新整備）、防災メールへの情報配信

・次年度以降も継続予定
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・周知等

塩谷町

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

●ハザードマップの作成・周知
災害事例及びハザードマップの見方解説

〇防災ハザードマップの作成（令和２年作成）、配布（役場、道の駅等）
※令和7年度更新作成
（  ・鬼怒川浸水想定区域図
 ・荒川（県管理河川）の上流部のダム放流時の浸水想定図

    ・土砂災害警戒区域 等掲載 ）
〇日赤奉仕団の集まりの際に、町の防災態勢を含め
ハザードマップの解説の場を設けた。

〇令和７年度にハザードマップの更新を行い、住民への配布周知は、令和８年度
で行う。
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

塩谷町

令和７年度の取組状況

●水防団や地域住民が参加する洪水に対しリスクが高い区間の共同点検

・関係機関と重要水防箇所の合同点検の実施

日 時 令和7年5月19日
場 所 県管理河川等
参加者 県（土木事務所）、

消防署、消防団、
建設業協会、町

◎共同巡視
日 時 令和7年7月11日
場 所 上平地内鬼怒川左岸
参加者  下館河川事務所

県（土木事務所）、
消防署、消防団、
町
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●地域の防災リーダーの育成
地域の防災士への研修を実施

令和７年度の取組状況

〇防災士が地域の防災訓練の指導や小・中学校でのマイ・タイムライン作成のリーダーができるよう、
町内在住の防災士に対して、  研修会を実施した。（２回）
内 容
（第１回）
・小中学生、町民向けのマイタイムライン講座の開催および補助
・地区防災計画策定の相談や補助
・自主防災組織の訓練内容の相談や補助

（第２回）

・マイタイムライン研修

〇小中学校におけるマイタイムライン講座の実施
・ １中学校、６小学校に対し実施 （４３６名）。うち２小学校の講座

では、授業参観時間を利用し、保護者を含めた講習を行った。
（保護者３８名）

高根沢町

来年度以降に実施予定の取組内容

〇町内の防災士に対して、マイ・タイムラインリーダーの拡充、 研修を実施し、浸水リスクが高い
自治会に対して、防災士から説明してもらう
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

栃木県

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

●出前講座等を活用した講習会の実施
出前講座等の要望があれば積極的に参加し、防災知識の普及啓発活動等の支援を実施

○河川水難事故防止のための「出前講座」実施
台風やゲリラ豪雨等で急激に河川が増水することによる水難事故の発生防止のため、県内の小中

学校等へ県土整備部職員（各出先土木事務所職員）が出向き、リーフレット等を用いた出前講座を実
施した。

〇県内の小中学校等で出前講座を実施し、県土整備部職員から児童等に川に行くときの注意点、
天候や川の状況による避難のポイント等について説明する。

【水難事故に関する説明】

（宇都宮市立雀宮東小学校）

【ライフジャケット着用体験】

（真岡市立真岡東小学校）
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●出前講座等を活用した講習会の実施
✓出前講座等の要望があれば積極的に参加し、防災知識の普及啓発活動等の支援を実施

栃木県

令和７年度の取組状況

○流域治水の普及啓発に係る学習教材を用いた出前講座の実施

・令和６年度に「県民への流域治水の普及啓発」をテーマに、宇都宮大学と連携し、小学生向けの
学習教材（カードゲーム）を作成した。

・令和７年度は、本教材を活用し、県内の小学校及び中学校で流域治水に関する出前講座を実施
した。

・今後も引き続き、出前講座等により、本教材を活用しながら、流域治水の自分事化を図る。

【流域治水に関する説明の様子】

【教材の一例】

【教材を実際に使用する様子】
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●出前講座等を活用した講習会の実施
県政出前講座等の実施

令和７年度の取組状況

〇県職員が講師となり、学生や防災士を目指す県民・民間事業者等を対象に、県の防災・減災に関
する取組などについて説明し、防災・減災に対する理解促進・意識啓発等を図った。

栃木県

開催日 主催者・開催場所等 参加者数(名)

5月 白鷗大学 198

6月 宇都宮大学 26

6月 作新学院大学防災士養成講座 70

8月 栃木県小学校教育研究会 150

8月 豊郷地区連合自治会 45

8月 あいおいニッセイ同和損保 20

8月 建設業労働災害防止協会 200

9月 作新学院大学防災士養成講座 70

9月 宇都宮大学 31

9月 小山市立中央公民館 20

9月
宇都宮市聴覚障害者協会・宇都
宮手話通訳者連絡会

20

10月 栃木県女性教育推進連絡協議会 50

10月 藤原中学校 120

10月 栃木県公認心理師協会 40

11月 鹿沼市危機管理課 50

11月 野木町教育委員会 30

R8.1月（予定） 小山市危機管理課 100

R8.1月（予定） 鹿沼市危機管理課 80
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						開催日 カイサイビ		主催者・開催場所等 シュサイシャ カイサイ バショ ナド		参加者数(名) サンカシャ スウ メイ

						5月 ガツ		白鷗大学 ハクオウ ダイガク		198

						6月 ガツ		宇都宮大学 ウツノミヤ ダイガク		26

						6月 ガツ		作新学院大学防災士養成講座 サクシン ガクイン ダイガク ボウサイ シ ヨウセイ コウザ		70

						8月 ガツ		栃木県小学校教育研究会 トチギケン ショウガッコウ キョウイク ケンキュウカイ		150

						8月 ガツ		豊郷地区連合自治会 トヨサト チク レンゴウ ジチカイ		45

						8月 ガツ		あいおいニッセイ同和損保 ドウワソンポ		20

						8月 ガツ		建設業労働災害防止協会		200

						9月 ガツ		作新学院大学防災士養成講座		70

						9月 ガツ		宇都宮大学 ウツノミヤ ダイガク		31

						9月 ガツ		小山市立中央公民館		20

						9月 ガツ		宇都宮市聴覚障害者協会・宇都宮手話通訳者連絡会 ウツノミヤシ チョウカク ショウガイ シャ キョウカイ ウツノミヤ シュワ ツウヤク シャ レンラク カイ		20

						10月 ガツ		栃木県女性教育推進連絡協議会		50

						10月 ガツ		藤原中学校 フジハラ チュウガッコウ		120

						10月 ガツ		栃木県公認心理師協会 トチギケン コウニン シンリシ キョウカイ		40

						11月 ガツ		鹿沼市危機管理課		50

						11月 ガツ		野木町教育委員会 ノギマチ キョウイク イインカイ		30

						R8.1月（予定） ガツ ヨテイ		小山市危機管理課 オヤマシ キキ カンリ カ		100

						R8.1月（予定） ガツ ヨテイ		鹿沼市危機管理課 カヌマシ キキ カンリ カ		80















２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●ハザードマップの訓練等への活用
✓地区防災計画の策定の促進

令和７年度の取組状況

ハザードマップを活用するなど、地域の災害リスクを踏まえて適切な避難行動がとれるよう、県内の
自主防災組織等において地区防災計画の策定を促進した。

地区防災計画及び個別避難計画策定促進研修会

計画策定支援に携わる市町防災・福祉担当職員や防災士向けの実例を交えた研修会の開催
令和７(2025)年 ８月１日（金曜日） 参加者：54名

地区防災計画実践支援事業

啓発パネルの展示、出前講座の実施
地区防災計画策定支援者派遣事業

策定支援者として、ノウハウを有する防災士を自主防災組織等に派遣

栃木県

R7.8.1
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２）ソフト対策の主な取組 ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●地域の防災リーダーの育成
 ✓自主防災組織リーダー養成事業の実施

令和７年度の取組状況

自主防災組織等の指導的立場にある方を対象とし、知識、技能を習得していただくとともに、その役
割についての自覚を高め、地域における自主防災組織の活性化に向けて活躍できる人材養成のた
め、講演やグループワークを実施した。
【初級コース】

第1回 令和７(2025)年 ７月８日（火曜日）宇都宮大学峰キャンパス  59名
第2回 令和７(2025)年11月５日（水曜日）矢板市文化スポーツ複合施設   46名

【上級コース】
第1回 令和７(2025)年 ８月８日（金曜日）宇都宮大学陽東キャンパス        54名
                                                         （※このほかに、宇都宮大学生38名が参加）
参加者 合計159名

栃木県

（演習）防災まち歩き(演習）HUG（避難所運営ゲーム）
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２）ソフト対策の主な取組  ②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間確保ための水防活動
の取組■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

●自主防災組織の促進及び支援等の検討
 ✓自主防災組織の促進及び支援

令和７年度の取組状況

地域住民が協力し合う自主防災組織の普及の促進及び支援等を実施した。

○ 地域防災力強化推進事業補助金（自主防災組織強化推進事業）

県内自主防災組織の育成や、防災資機材等の整備に関する市町の経費の一部に補助金を交付し、
自主防災組織の強化を図った。

・令和７年度実績
交付決定 15市町 計6,562千円

栃木県

補助金対象防災
資機材（例）→
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）
✓令和８年５月下旬（予定）から新たな防災気象情報の運用を開始

宇都宮地方気象台・水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

 河川氾濫・大雨、土砂災害、高潮に関する情報等は、対象災害ごとに５段階の警戒レベルにあわせ

て発表する情報として整理（これまで警戒レベルとの対応が複雑で分かりにくくなっていたが、今回
の改善により避難の判断をしやすくなる）

 運用開始に向け、自治体や報道機関等の防災機関に改善について説明を行い、新たな防災気象情
報についての理解を促進

 防災気象情報の受け手となる住民への普及に向け、各機関へ広報活動の協力等依頼

新たな防災気象情報の詳細については気象庁HP等参照願います。
URL：https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/keiho-update2026/index.html

・対象災害ごとの情報として整理す
るとともに、レベル４相当の情報とし
て危険警報を新設
・ 情報名称そのものにレベルの数字
を付けて発表

（例：レベル４大雨危険警報 等）
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

・気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の現象」等の改善（水害時の情報入手のし易さをサポート）
✓線状降水帯の予測精度向上に向けた取組

宇都宮地方気象台・水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

 観測の強化、予測の強化により、線状降水帯に関する情報の段階的な改善を実施
 令和８年から、２～３時間前を目標にした気象防災速報（線状降水帯直前予測）を提供予定

 文書情報を補足するものとして線状降水帯による大雨のおそれのある大まかな領域をメッシュ情報で提供

「迫りくる危険から直ちに避難」→情報のリードタイムをのばす

令和８年
2～3時間前を目標に

予測情報を発表

令和11年

市町村単位で把握可能な危険度分布
形式の情報を提供

令和６年 府県単位で予測

令和４年 地方単位で予測

半日前予測直前予測

補足情報として、線状降水
帯による大雨の恐れがある
大まかな領域を図情報で
表示（予定） 線状降水帯発生の可能性が

把握可能な分布形式で表示（予定）

イメージ
イメージ

線状降水帯の雨域を楕円で表示

令和３年 線状降水帯の発生を
お知らせする情報

令和５年 最大30分程度前倒し

発生情報

↓ さらに対象地域を狭める
●気象防災速報（線状降水帯直前予測）

●線状降水帯
予測マップ
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■避難指示の発令に着目したタイムラインの作成

●タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練
自治体が実施する災害対策本部訓練等に協力

水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

〇自治体が実施した災害対策本部訓練等において、シナリオ作成等の準備段階から協力し、模擬
ホットライン等の実施により、実際の訓練にも参加した。

2025年5月10日 令和７年度茨城県・小美玉市避難力強化訓練
2025年5月20日 茨城県風水害対応図上訓練
2025年6月23日 桜川市災害対策本部運営訓練
2025年6月28日 つくばみらい市防災訓練
2025年7月26日 令和７年度洪水・土砂災害対応訓練（常陸太田市）

〇自治体に要請に応じて、訓練等の準備実施協力する
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

・水防災に関する説明会の開催
✓台風説明会等を開催する

宇都宮地方気象台

令和７年度の取組状況

 台風の接近等に伴う影響や防災上の留意事項について、台風説明会を対面とオンライン形式で下館
河川事務所と共同で開催。栃木県関係部局と各市町関係機関等に注意・警戒の呼びかけを行い解
説資料を提供。

 台風説明会等の開催状況（令和７年度 3回実施）
令和7年7月13日（発達する熱帯低気圧）、7月31日（台風第9号）、9月4日（台風第15号）

（7月13日と9月4日は宇都宮地方気象台単独開催）
 休日前等に早期注意情報［中］以上発表等した場合、栃木県関係部局と各市町関係機関に対し、

Web会議を活用し予測状況や警戒事項等を説明し、警戒の呼びかけを実施（令和７年度 ７回実施）。

台風説明会後取材の様子 台風説明会資料一部抜粋
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

・小中学生を対象とした防災教育の実施及び教員へのサポート
✓小中学生を対象に防災教育を実施する

宇都宮地方気象台

令和７年度の取組状況

 栃木県教育委員会主催の、とちぎ子どもの未来創造大学「体験気象学」
令和7年8月4日那須町、8月19日宇都宮市、8月20日益子町で開催

 宇都宮市教育委員会主催の、宮っ子チャレンジウィーク「中学生社会体験学習」
令和7年11月11日～13日宇都宮地方気象台で開催し中学生5名参加

 上記の防災教育において、気象庁や気象台の業務説明や気象実験等を実施し、防災知識の啓発等を
実施

とちぎ子どもの未来創造大学の様
子

宮っ子チャレンジウィークの様子
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●水防災に関する説明会の開催
水防災に関する啓発・説明会（及び避難訓練）の実施

水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○住民等への情報発信を担う報道機関を含めた防災機関で構成する茨城防災気象連絡会において、
防災気象情報に関する説明を行ったほか、協議会における講演、市町村が実施する避難訓練の中
での講話やブース展示の機会をいただき、水防災に関する啓発を実施した。

2025年5月10日 令和７年度茨城県・小美玉市避難力強化訓練
2025年5月25日 令和7年度鉾田市総合防災訓練
2025年6月13日 日立港安全対策協議会総会
2025年6月27日 茨城防災気象連絡会
2025年6月29日 令和7年度水害から命を守るための避難訓練

（かすみがうら市）
2025年7月 3日 久慈川・那珂川洪水予報業務に関する説明会

（常陸河川国道事務所との共催）

2025年7月 6日 令和7年度鹿嶋市総合防災訓練
2025年7月14日 大洗港入出港安全対策協議会総会
2025年7月24日 鹿島港災害対策協議会台風等対策専門部会
2025年7月26日 令和7年度取手市水害時避難想定訓練
2025年8月30日 令和7年度ひたちなか市総合防災訓練
2025年11月30日 令和7年度結城市総合防災訓練
2026年1月18日 令和7年度石岡市総合防災訓練
2026年3月14日 美浦村防災訓練

〇自治体等からの要請に応じて、講話やブース展示を実施し防災気象情報の普及に努める
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●水防災に関する説明会の開催
小学生を対象とした防災教育の実施

水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○実験や疑似体験を通じて防災知識を学ぶお天気フェアを関係機関と共催し、小学生も含めた子供た
ちへの防災知識を普及に取り組んだ。また、水戸まちなかフェスティバルなど自治体等が主催するイ
ベントにおいてブース出展を行い、子供に訴求する実験等から、関連した防災知識の学習へ導入す
るよう務めた。

2025年5月3日 水戸まちなかフェスティバル（ブース出展）
2025年6月8日 環境フェスティバル那珂2025（ブース出展）
2025年6月28日 エコフェスひたち（ブース出展）
2025年9月28日 常総水害から10年 防災イベント（ブース出展）
2025年10月4日 お天気フェア2025（共催：常陸河川国道事務所、

下館河川事務所、一般社団法人 日本気象予
報士会、協力：茨城県（防災・危機管理課）、日
立市天気相談所、一般財団法人 日本気象協
会、地球ウォッチャーズ －気象友の会ー）

2025年11月1日 地磁気観測所一般公開（ブース出展）
2025年11月8日、9日 防災ファミリーフェス2025（ブース出展）

〇定例の広報行事のほか、自治体等からの要請に応じて、イベントに参加し防災気象情報の普
及に努める
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●水防災に関する説明会の開催
出前講座を活用した講習会の実施

水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○出前講座を実施し、防災気象情報の普及啓発を行った。

2025年6月25日 水戸市新荘市民センター
2025年7月14日 龍ケ崎市立城ノ内小学校
2025年7月23日 県立伊奈特別支援学校
2025年8月6日 放課後等デイサービス ころっポごろっポ
2025年8月20日 東電用地株式会社茨城支社
2025年8月30日 つくば市地域防災リーダー研修
2025年9月3日 筑西市総合福祉センター防災訓練

2025年9月9日 行方市民生委員児童委員協議会
2025年10月17日 ひたちなか市防火安全協会
2025年11月26日、27日 常陸太田市役所
2025年11月28日 水戸市常磐市民センター
2025年12月8日 光輝学園防災マップ実行委員会
2025年12月18日 筑波メディカルセンター
2026年1月16日 鉾田市社会福祉協議会

〇自治体等からの要請に応じて、講話やブース展示を実施し防災気象情報の普及に努める
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■災害を我がことと考えるための取組

●地域の防災リーダーの育成
防災士要請講座への協力、地域防災リーダー向け研修への協力

水戸地方気象台

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○自治体が実施する防災士養成講座に講師として参加し、防災士の育成に協力した。また、自治体が
行う地域防災リーダー向け研修へ講師として参加した。

2025年7月12日、11月23日 いばらき防災大学
2025年7月17日 令和７年度自主防災組織リーダー研修会（坂東会場）
2025年7月27日 令和７年度中高生向け防災士養成研修
2025年8月30日 令和７年度日立市防災士養成講座
2025年8月30日 つくば市地域防災リーダーミーティング
2026年2月  6日 令和７年度自主防災組織リーダー研修会（防災士向け）

〇自治体等からの要請に応じて、地域の防災リーダーの育成に協力する
63



２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■ハザードマップの作成・周知等

●ハザードマップポータルサイトを活用した周知サポート、地図情報の活用
ハザードマップの周知のサポートとして、ハザードマップポータルサイトや地図情報を提供する

国土地理院関東地方測量部

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

○「重ねるハザードマップ」へ自然災害伝承碑を掲載する取組を継続する。

○国土地理院では、関係各機関が作成した災害リスク情報などの防災情報をまとめて閲覧できるよ
うにしたウェブサイト「ハザードマップポータルサイト」を運営している。

○関東地方測量部では、「重ねるハザードマップ」に自然災害伝承碑を掲載する取組を実施した。

重ねるハザードマップに自然災害伝承碑を表示した例

ハザードマップ
ポータルサイト
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２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●水害記録の伝承
自然災害伝承碑の情報を「地理院地図」に掲載する

令和７年度の取組状況

来年度以降に実施予定の取組内容

国土地理院関東地方測量部

○自然災害伝承碑を「地理院地図」や「重ねるハザードマップ」に掲載する取組を実施した。

○自然災害伝承碑を地理院地図等に掲載する取組を継続する。

自然災害伝承碑を示すアイコン

①アイコンをクリック
すると碑名や災害名、
碑の画像を表示

②写真をクリックす
ると伝承内容や拡
大写真を表示

国土地理院では、過去に発生した自然災
害の様相や被害状況等が記載されている
石碑やモニュメントのことを「自然災害伝承
碑」と呼び、令和元年度から国土地理院の
刊行・提供する地図に掲載しています。

自然災害伝承碑は被災場所に建てられて
いることが多く、これらを地図に掲載するこ
とで過去の自然災害の教訓を地域の方々
に適切にお伝えするとともに、教訓を踏まえ
た的確な防災行動による被害の軽減を目指
しています。

取組目的

自然災害伝承碑に
ついて

2026年1月29日現在
  全国 675 市区町村     2413 基
  上流域協議会       2 市 4 基

地図掲載状況
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１）ハード対策の主な取組

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

鬼怒川の対策
小貝川の対策

令和７年度の取組状況

平成28年6月撮影

施工前

凡例

R7当初

R6補正等

①田川合流点改修（鬼怒川）

   茨城県結城市久保田地先他

②侵食対策（鬼怒川）

　栃木県真岡市下籠谷地先他

③樋管改築（小貝川）

　茨城県取手市新川地先

④堤防(低水護岸)整備（小貝川）

　茨城県つくば市吉沼地先

⑤水辺整備（鬼怒川・リバースポット）

　茨城県常総市水海道元町地先他
環境

治水

①  久保田水門（R7年10月完成） ③古八間排水樋管（R7年8月完成）

下館河川
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				   茨城県結城市久保田地先他 イバラキケン ユウキシ クボタ チサキ ホカ

				②侵食対策（鬼怒川） シンショク タイサク キヌガワ		R7.3.31完成予定 カンセイ ヨテイ

				　栃木県真岡市下籠谷地先他 トチギケン モオカシ シモ カゴ タニ チサキ ホカ

				③樋管改築（小貝川） ヒカン カイチク コカイガワ		R7.8.31完成 カンセイ

				　茨城県取手市新川地先 イバラキケン トリデ シ シンカワ チサキ

				④堤防(低水護岸)整備（小貝川）		R7.〇.〇完成予定 カンセイ ヨテイ

				　茨城県つくば市吉沼地先 イバラキケン シ ヨシヌマ チサキ

		環境 カンキョウ		⑤水辺整備（鬼怒川・リバースポット） ミズベ セイビ キヌガワ		R7.〇.〇完成 カンセイ

				　茨城県常総市水海道元町地先他 イバラキケン ジョウソウシ ミツカイドウ モトマチ チサキ ホカ



&12【機密性２】 
        　20999999_関整××_用途_１年未満




Sheet2

		このシートは「【機密性２】」とページ右上部に表示されます。 キミツセイ ミギ ジョウブ ヒョウジ



【機密性２】




Sheet3

		このシートは「【機密性２】」とページ右上部に表示されます。 キミツセイ ミギ ジョウブ ヒョウジ



【機密性２】






２）ソフト対策の主な取組  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■防災教育や防災知識の普及

●出前講座によるマイ・タイムライン作成講座の実施
●ブース出展による防災知識の普及・防災意識の向上

下館河川

令和７年度の取組状況

〇マイ・タイムライン講習会の実施
外国人を含む様々な地域の方や小学生を対象に

マイ・タイムライン講習会を実施した。

〇自治体等主催イベントでのブース出展
パネル・災害対策車両の展示やパンフレット配布を

通して、水防災に関する普及啓発を行った。

令和７年１０月４日
水戸地方気象台

お天気フェア

令和７年６月１日
筑西市防災訓練

令和７年１０月１０日
 常総市石下小学校
４～６年生（約１７０名）

令和７年６月１日
下妻市避難訓練
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「水防災意識社会 再構築ビジョン」に基づく 

 

  鬼怒川・小貝川上流域の減災に係る取組方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年９月２６日 

 

（令和元年６月６日一部改定） 

（令和３年２月１９日一部改定） 

（令和４年３月１７日一部改定） 

（令和 8 年６月５日一部改定） 

 

 

 

 

鬼怒川・小貝川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会 
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１．はじめに 

 

  平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害では、鬼怒川下流部の堤防決壊などにより、氾濫流による

家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が生じた。また、これらに避難の遅れも加わり、近年

の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が発生した。 

 

 このような災害を踏まえ、社会資本整備審議会において「河川分科会 大規模氾濫に対する減災の

ための治水対策検討小委員会」が設置され、平成 27 年 12 月 10 日に「大規模氾濫に対する減災の

ための治水対策のあり方について～社会意識の変革による「水防災意識社会」の再構築に向けて～」

が答申された。 

 この答申を受けて、鬼怒川及び小貝川の上流域の関係１０市町（宇都宮市、小山市、真岡市、さ

くら市、下野市、上三川町、益子町、芳賀町、塩谷町、高根沢町）と栃木県、気象庁、国土地理院、

国土交通省関東地方整備局は、平成 28 年 6 月 13 日に「鬼怒川・小貝川上流域大規模氾濫に関する

減災対策協議会」（以下「本協議会」という。）を設立した。また、平成 29 年度より矢板市が協議

会に加わった。 

本協議会では、令和 2 年度までに円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動等、大規模氾濫時の減災

対策として各構成員が計画的・一体的に取り組む事項について、積極的かつ建設的に検討を進め、

その結果を平成 28 年 9 月 26 日に、「鬼怒川・小貝川上流域の取組方針」（以下「取組方針」という。）

としてとりまとめた。 

また、平成 30 年 12 月 13 日に社会資本整備審議会より「大規模広域豪雨を踏まえた水害対策

のあり方について」が答申された。この答申で、関係機関の連携によるハード対策の強化に加え、

大規模氾濫減災協議会等を活用し、多くの関係者の事前の備えと連携の強化により、複合的な災害

にも多層的に備え、社会全体で被害を防止・軽減させる対策の強化を緊急的に図るべきである、と

されている。これらを踏まえ、「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画が平成 31 年 1 月

29 日に改定された。このような情勢を踏まえ、本協議会では、これまでの取組方針に対し、緊急行

動計画改定を反映し、令和元年 6 月 6 日に取組方針の一部改定を行った。 

令和 2 年度は、日本貨物鉄道株式会社、東武鉄道株式会社、真岡鐵道株式会社、野岩鉄道株式会

社の鉄道事業者が協議会に加わった。本協議会では、これまでの取組方針に対し、令和 7 年度まで

に、円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動等、大規模氾濫時の減災対策として各構成員が計画的・

一体的に取り組む事項について、取組方針の一部改定を行った。 

また、令和８年度は、これまでの取組状況を振り返るとともに、気候変動により激甚化・頻発化

する水害に対応するため、本流域における課題と概ね 5 年間で実施する取組を改めて整理し、取組

方針の改定を行った。 

 

引き続き、本協議会の各構成員は、本取組方針に基づき連携して減災対策に取り組み、毎年出水

期前に協議会を開催し、進捗状況を定期的に確認するなどフォローアップを行うこととする。 
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 なお、本取組方針は本協議会規約第５条に基づき作成したものである。 
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２．本協議会の構成員 

 

 本協議会の構成員とそれぞれの構成員が所属する機関（以下「構成機関」という。）は、以下のと

おりである。 

 

構成機関 

 

構成員 

 

  宇都宮市 

  小山市 

  真岡市 

 矢板市 

  さくら市 

  下野市 

  上三川町 

  益子町 

  芳賀町 

  塩谷町 

  高根沢町 
  

栃木県 

  日本貨物鉄道株式会社  

東武鉄道株式会社 

真岡鐵道株式会社 

野岩鉄道株式会社 

   

気象庁 

   〃 
 
 国土交通省国土地理院 
 
  国土交通省関東地方整備局 

       〃 

 

 

 

  市   長 

  市  長 

  市  長 

 市  長 

  市  長 

  市  長 

  町  長 

  町  長 

  町  長 

  町  長 

  町  長 
 
 知  事 

安全推進部長 

安全推進部長 

代表取締役社長 

常務取締役 鉄道部長 

  

宇都宮地方気象台長 

 水戸地方気象台長 
 
 関東地方測量部長 
 
 下館河川事務所長 

 鬼怒川ダム統合管理事務所長 
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３．鬼怒川・小貝川の概要と上流域の主な課題 

 

  鬼怒川は、その最上流に急峻な山々が連なり、河川勾配が急なため降雨の影響を受けやすいとい

う特徴がある。一方、小貝川流域は平地が多く、河川勾配が緩やかなため、洪水が流れにくいとい

う特徴がある。 

 

 昭和 61 年 8 月洪水では、小貝川において計画高水位を大幅に上回る大出水となり、堤防決壊等

により下館市（現筑西市）や石下町（現常総市）において約 40km2が浸水し、浸水家屋は 4,500 戸

に及ぶ甚大な被害が発生した。このため、直轄河川激甚災害対策特別緊急事業により堤防と母子島

遊水地を整備している。 

 

平成 27 年 9 月関東・東北豪雨では、鬼怒川流域において台風 18 号及び台風から変わった低気圧

に向って南から湿った空気が流れ込み、9 月 10 日から 11 日にかけて、鬼怒川では、基準地点石井

上流域の流域平均 24 時間雨量が観測史上最も多い 410mm を記録した。また、流量についても平

方地点及び鬼怒川水海道地点において、観測史上最大となった。 

 

 上流域の主な特徴としては、河床勾配が急であり、川幅が非常に広い点があげられ、特徴的な施

設としては霞堤がある。この特徴を踏まえた上で、主な課題を整理すると以下のとおりである。 

 

 ○水衝部の河岸侵食への対応等が必要なこと。 

 ○破堤等の浸水により鬼怒川に沿った低い土地が広範囲に浸水するほか、塩谷町・さくら市の左 

岸側で破堤すると、五行川に沿って流水が広がること。なお、土地に勾配があるため、長期間 

の滞留は想定されない。 

 ○非常に広い範囲が浸水することで、孤立者が発生する可能性があること。なお、土地に勾配が 

あるため、長期間の滞留は想定されない。 

 ○河川によって分断された飛び地では隣接市への避難の可能性があり、また、鬼怒川と田川に挟 

まれた区域では、浸水の状況により隣接市への避難の可能性があること。 

 ○河川周辺の家屋は、氾濫流や河岸侵食により倒壊・流出する可能性があること。 

 ○避難指示等の発令の遅れや、十分な水防活動の実施ができない可能性があること。 

 ○霞堤には遊水効果の他、浸水後の河川への排水効果があり、適切な管理を行う必要があること 

 ○対象の基準観測所が上流側にあるため、降雨後の水位上昇までの時間が短く、その中で確認で 

きる限られた情報で、避難指示等の発令の判断をしなくてはいけないこと。 
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４．現状の取組状況 

 

  各構成員が現在実施している主な減災に係る取組と課題は、以下のとおりである。 
 
 

 ① 情報伝達等に関する事項 

※現状：○、課題：●（以下同様） 
 

項 目 現状○と課題● 取組項目と
の整合 

想定される浸水リスク

の周知 

 

 

 

○洪水浸水想定区域図及び堤防が決壊した際の氾濫シミュレ

ーション結果を下館河川事務所ホームページ等で公表して

いる。 

C 

○マイ・タイムライン作成講座など、浸水リスク等を認識して

いただけるような取り組みを継続している。 
E2・3・5 

○地域住民による防災意識向上のため、「自然災害伝承碑」の

情報を国土地理院ホームページに公表している。 
E1 

○洪水防災に関わる情報を、生活空間である”まちなか”に標

識として表示し、まちを立体的なハザードマップとして見

立てていく「まるごとまちごとハザードマップ」の整備を

進めている。 

C1 

○浸水リスクの周知方法として「ハザードマップポータルサイ

ト」を公開している。また、住まい方の工夫、企業 BCP な

どへの浸水リスク情報の活用として、「水害リスクマップ」、

「多段階の浸水想定図」を公表している。 

C2 

●ハザードマップ等に記載されている内容が十分に認識され

ていない。 

C1・2・6・8
E6・F2 

●ハザードマップ等の多言語化などを進める必要がある。 C6 

洪水時における河川水

位等の情報提供等の内

容について 

○河川水位の動向に応じて、住民避難等に資する「洪水予報」

（国土交通省・気象庁共同発表）を自治体向けに通知する

とともに、直轄管理区間に決壊、溢水等の重大災害が発生

する恐れがある場合には、下館河川事務所長から関係自治

体首長に対して情報伝達（ホットライン）をしている。 

C3 

○緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信を行

っている。 
C3 

○危機管理型水位計や簡易型河川監視カメラを整備し、配信し

ている。 
C4 
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○大雨特別警報の警報への切替時に「洪水への警戒呼びかけ」

の改善として今後の洪水の見込みについての情報発表を行

うこととしている。 

C 

●水位や危険度等の様々な情報を提供しているが、適切な避難

行動に結びつけるには、情報の内容をわかりやすく伝える

取り組みが必要である。 

C3・8 
D2 

E2・3・5 

避難指示等の発令につ

いて 

 

○避難指示は、洪水予報や水位情報等を基本とし、地域防災計

画に記載された内容を踏まえて発令している。 
― 

○自治体において、避難指示の発令に着目したタイムラインの

作成をしており、実際の出水や訓練等で活用し、必要に応

じて見直しを実施している。 

D1 

●基本的には、対象の基準水位観測所の水位により避難指示等

の発令の数値基準が決まっているが、数値基準以外にも

様々な要因を総合的に判断しなければいけないこともあ

り、洪水時には、時間的に余裕のない中で適切な判断が求

められている。 

C5 
D1・2 

●夜間や早朝における避難指示等の発令がされた場合、円滑か

つ迅速な避難ができない恐れがある。 
D2・E4 

●洪水予報の発表を受け、避難指示等の発令を行っているが、

水位の上昇が早いため、短時間の中で限られた情報の確認

のみで、避難指示等の発令を判断しなければいけない。 

D1 

避難場所、避難経路に

ついて 

○避難場所として公共施設等を指定し、水害ハザードマップ等

で周知している。 
C 

○マイ・タイムライン作成時に避難場所や避難経路等を確認

し、予め決めておくことが重要であることを伝えている。 
E2 

●避難場所、避難経路が大規模氾濫により浸水する場合には、

住民の避難が適切にできないことが懸念される。 
E2・4 

住民等への情報伝達の

方法について 

○水位や危険度等の情報は、川の防災情報やキキクルの他、各

メディア等を通じて複数の手段により提供している。 
C4・5 

○避難情報を防災無線、広報車、SNS、防災アプリなど複数の

手段により伝達している。 
C7・8 

○暴風雨時でも、屋内にて確実に情報提供が可能な戸別受信機

（防災ラジオ）を導入し、配付をすすめている地域がある。 
C7 

●旅行者や外国人、通信機器がない世帯、高齢者など一部の住

民には伝わらない場合もある。 
C3・8 

●防災無線や広報車は、風雨などの騒音等により聞き取りが困

難となることが懸念される。 
C7 

避難誘導体制について ○避難誘導は、職員、警察、水防団員（消防団員）が実施して

いる。 
－ 
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○要配慮者利用施設の避難確保計画作成を進めている。 F4 

●住民自らが適切な避難行動を行い、逃げ遅れを無くすための

取り組みが必要である。 

E2・3・4 

5・6 

F6 

●要配慮者利用施設の避難確保計画作成を進めているが、今

後、計画を作成した施設に対する避難訓練の支援が必要で

ある。 

F1・3・4 

●広範囲の浸水により広域避難が必要となった場合、隣接市町

間の避難誘導体制など、自治体間の連携が必要である。 
D1・H2 

●個別避難難計画の作成率を向上させていくことが必要であ

る。 
F1・3・5 

 
※各項目の課題●のアルファベットは、後述の「７．概ね５年で実施する取組」の内容と対

応している。 
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 ② 水防に関する事項 

※各項目の課題●のアルファベットは、後述の「７．概ね５年で実施する取組」の内容と対
応している。 

項 目 現状○と課題● 
取組項目

との整合 

河川水位等に係る情報

の提供について 

 

水防活動に係る情報の 

提供について 

○国土交通省では、直轄河川における基準水位観測所の水位に

即して「水防警報」を発令している。 
－ 

○出水期前に、国、県、市町、水防団（消防団）、地域住民等と

重要水防箇所の共同点検を実施している。 
G3 

●共同点検等を実施しているが、優先的に水防活動を実施すべ

き箇所の特定・共有に向けて継続的に取り組んでいく必要が

ある。 

G3・4 

水防活動の実施体制に

ついて 

○出水時の河川等の巡視など水防活動を行う水防団（消防団）

が避難誘導等の任務も担っている。 
G 

●水防団員の減少・高齢化等により、限られた時間・人員の中

で広域な巡視の確実な実施と安全確保が難しくなってきてい

る状況にある。 

B1・G 

水防資機材の整備状況

について 

○土嚢袋やロープ、ブルーシート等を庁舎、水防倉庫、消防署

などに用意している。 
B 

○迅速化、省力化を図るため、新技術を活用した水防資機材等

の整備を進めている。 
B1 

○大規模災害等の発生時に国土交通省から被災自治体へリエゾ

ン（災害対策現地情報連絡員）を派遣し、災害情報等の情報

収集、災害対策の支援等を行っている。 

－ 

自治体庁舎、災害拠点

病院等の水害時におけ

る対応について 

○自治体庁舎の浸水対策や自家発電装置の耐水化等を実施して

いる。 
B2 

○大規模水害時に浸水等による機能の低下・停止を最小限にと

どめるために業務継続計画（BCP）を作成している。 
－ 

●大規模な水害時には、庁舎や災害拠点病院等が浸水し、機能

が低下・停止する場合がある。 
B2 

●庁舎や災害拠点病院等では、避難した住民を受け入れること

等により、本来実施すべき事務等に支障をきたすことが懸念

される。 

E4 
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 ③ 氾濫水の排水、施設運用等に関する事項 

項 目 現状○と課題● 
取組項目と

の整合 

排水施設、排水資機材

の操作・運用について 

○出水時の樋門等の操作は、操作規則を定めて開閉等を実施し

ている。 
H 

○浸水後の排水を河川へ自然に引き込むことが可能な施設と

して霞堤がある。 
H 

○大規模氾濫を想定した緊急排水計画を作成している。 H2 

○排水施設等に関わる情報等の連絡体制が確立している。 H 

○大規模出水時等における排水機場等の操作に関する情報が

共有され、連絡体制が確立している。 
H 

●HP や SNS にて霞堤の特徴、役割を周知しているが、霞堤の

管理において機能・効果の啓発不足等の可能性がある。 
H1 

ダム等の危機管理型の

運用について 

○洪水被害の発生につながるような豪雨が予測される場合に、

利水容量の一部を事前に放流することで洪水調節容量を実

質的に増やして洪水に備える事前放流を実施することとし

ている。 

－ 

※各項目の課題●のアルファベットは、後述の「７．概ね５年で実施する取組」の内容と対
応している。 

 

 ④ 河川管理施設の整備に関する事項 

項 目 現状○と課題● 
取組項目と

の整合 

堤防等河川管理施設の

現状の整備状況 

○上流域は河床勾配が急であり、水衝部において河岸侵食が発

生するため、護岸整備等の対策を実施してきた。 
A1 

●引き続き、水衝部対策としての護岸整備や根固め設置等を推

し進める必要がある。 
A1 

※各項目の課題●のアルファベットは、後述の「７．概ね５年で実施する取組」の内容と対
応している。 
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５．減災のための目標 
 

円滑かつ迅速な避難や的確な水防活動の実施、及び円滑かつ迅速な氾濫水の排水等の対策

を実施することで、各構成員が連携して令和 12 年度までに達成すべき減災目標は以下のとお

りとした。 

【５年間で達成すべき目標】 

 

 鬼怒川・小貝川の大規模水害に対し、｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会

経済被害の最小化｣を目指す。 

 ※ 大規模水害・・・・・想定し得る最大規模の降雨に伴う洪水氾濫による被害 
 ※ 逃げ遅れ・・・・・立ち退き避難が必要なエリアからの避難が遅れ孤立した状態 
 ※ 社会経済被害の最小化・・・・・大規模水害による社会経済被害を軽減し、早期に経済活動を再開できる状態 

 

 

上記目標の達成に向け、鬼怒川や小貝川においてハード対策を順次実施することに加え、以下

の項目を３本柱とした取組を実施する。 

①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す

既存施設の活用等の取組 
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６．概ね５年で実施する取組 

   氾濫が発生することを前提として、社会全体で常にこれに備える「水防災意識社会」を再構

築することを目的に、これまで実施した内容に加えて、各構成員が取り組む主な内容は次のと

おりである。 

 

   １）ハード対策の主な取組 

   各参加機関が実施するハード対策のうち、主な取組項目・取組機関・実施時期については、

以下のとおりである。 

主な取組項目 取組機関 実施時期 
課題との 

整合 

■洪水を河川内で安全に流す対策 A 

 ・護岸整備（河岸侵食対策）等 関東地整 継続して実施 A1 

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備 B 

 

・水防活動を支援するための新技術を活用した
水防資機材等の配備 

市町、県 

関東地整 

必要に応じて
実施 B1 

・浸水時においても災害対応を継続するための
施設の整備及び自家発電装置等の耐水化 

市町 
関東地整 

必要に応じて
実施 B2 

 

   ２）ソフト対策の主な取組 

   各参加機関が実施するソフト対策のうち、主な取組項目・取組機関・実施時期については、

以下のとおりである。 

 

  ①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組 

主な取組項目 取組機関 実施時期 
課題との 

整合 

■水害リスク情報の充実 C 

 ・まるごとまちごとハザードマップ整備・拡 
充 市町 継続して実施 C1 

 ・ハザードマップポータルサイトを活用した周
知サポート、地図情報の活用 

市町 
国土地理院 継続して実施 C2 

79



13 
 

 ・プッシュ型の洪水予報等の情報発信 市町、県 
関東地整 継続して実施 C3 

 ・水位計やライブカメラ映像のリアルタイム提
供 

県 
関東地整 継続して実施 C4 

 ・水害リスクラインによる水位情報の提供 関東地整 継続して実施 C5 

 

・ハザードマップの機能向上 
（デジタル化やユニバーサルデザイン化等） 市町 必要に応じて

実施 C6 

・防災行政無線の改良・防災ラジオ等の配布 市町 必要に応じて
実施 C7 

・住民の避難行動を促進させる情報を伝達する
ための SNS 等の整備 

市町、県 
関東地整 

必要に応じて
実施 C8 

■水害対応タイムライン等の作成 D 

 

・上流域の大雨による急激な水位上昇等を考慮
したタイムラインの更新及び実践的な訓練の
検討 

市町、県 
気象庁 

関東地整 
継続して実施 D1 

・防災気象情報の改善に伴うタイムライン等の
見直し 

市町、県 
気象庁 

関東地整 

Ｒ８年度から
順次実施 D2 

■水害リスクの自分事化、防災教育を通じた人材育成 E 

 

・水害記録の伝承 

市町、県 
気象庁 

国土地理院 
関東地整 

継続して実施 E1 

・あらゆる主体へのマイ・タイムラインの普及
及び防災教育、講習会等の実施 

市町、県 
気象庁 

国土地理院 
関東地整 

継続して実施 E2 

・防災教育等において、各種防災情報の入手方
法や内容の理解促進を図る 

市町、県 
気象庁 

関東地整 
継続して実施 E3 

・住民参加の避難訓練等の実施 
市町、県 
気象庁 

関東地整 
継続して実施 E4 

・地域の防災リーダー及びマイ・タイムライン
リーダーの育成 

市町、県 
気象庁 

関東地整 
継続して実施 E5 

・水防災意識強化週間における集中的な水防災
に関する普及・啓発活動の実施 

市町、県 
気象庁 

国土地理院 
継続して実施 E6 
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関東地整 

■共助の仕組み強化のための取組 F 

 

・防災部局だけでなく高齢者福祉部局や多文化
共生部局等についても、協議会への参加や協
議会に関する情報共有を実施 

市町、県 
関東地整 継続して実施 F1 

・地域包括支援センターにハザードマップの掲
示や防災関連のパンフレット等を設置 市町 継続して実施 F2 

・地域包括支援センター・ケアマネジャーと連
携した水害からの高齢者の避難行動の理解促
進に向けた取組の実施 

市町 継続して実施 F3 

・要配慮者利用施設における避難確保計画の作
成及び訓練の促進 

市町、県 
関東地整 継続して実施 F4 

・個別避難計画の作成及び実効性を確保する取
組の促進 市町、県 継続して実施 F5 

 ・自主防災組織の促進及び支援等の検討 市町、県 継続して実施 F6 

 

②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組 

主な取組項目 取組機関 実施時期 
課題との 

整合 

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化 G 

 

・水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の
実施 市町 継続して実施 G1 

・水防団同士の連絡体制の確保 市町 継続して実施 G2 

・水防団や地域住民が参加する洪水に対しリス
クが高い区間の共同点検 

市町、県 
気象庁 

関東地整 
継続して実施 G3 

・関係機関が連携した実働水防訓練の実施 市町、県 
関東地整 継続して実施 G4 

・水防活動の担い手となる水防協力団体の募
集・指定を促進 市町 継続して実施 G5 

・地域の建設業者による水防支援体制の検討・
構築 市町 継続して実施 G6 
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  ③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための氾濫水の早期排水を促す既存

施設の活用等の取組 

主な取組項目 取組機関 実施時期 
課題との 

整合 

■排水訓練の実施 H 

 ・霞堤の適切な管理のための機能・効果の啓発
活動の検討・周知 

市町、県 
関東地整 

必要に応じて
実施 H1 

 ・緊急排水計画に基づく排水訓練の実施と見直
し等 

市町、県 
関東地整 継続して実施 H2 

 

７．フォローアップ 

 各構成機関の取組については、必要に応じて、防災業務計画や地域防災計画、河川整備計画等に

反映することなどによって責任を明確にし、組織的、計画的、継続的に取り組むこととする。 

 原則、本協議会を毎年出水期前に開催し、取組の進捗状況を確認し、必要に応じて取組方針を見

直すこととする。また、実施した取組についても訓練等を通じて習熟、改善を図る等、継続的なフ

ォローアップを行うこととする。 

なお、減災対策協議会は全国で実施されているため、今後、その他の協議会の取組方針の内容や

技術開発の動向等を収集したうえで、随時取組方針を見直すこととする。 
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新旧対応表（上流域） 

ページ 改定案 現 行 

表紙(p1) 

 

  

資料４ 
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ページ 改定案 現 行 

1.はじめに(p2) 
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ページ 改定案 現 行 

4.現状の取組状況

(p6～10) 

全ての表を刷新 
主な修正内容 
・現状〇と課題●について再整理（別紙 1） 
・「取組項目との整合」を新たに追加、各項目のアルファベット

は、後述の「６．概ね５年で実施する取組」の内容と対応 
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ページ 改定案 現 行 

5.減災のための目

標(p11) 
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ページ 改定案 現 行 

6.概ね５年で実施

する取組(p12～15) 

全ての表を刷新 
以下に、主な修正内容を記載 
・主な取組項目の再整理（別紙 2） 
・これまでの「目標時期」は「実施時期」に表現を修正 
・取組項目の修正に伴い、「取組機関」「実施時期」を修正 
・「課題との整合」を新たに追加 
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●今後概ね５年で実施予定の取組内容（上流域）

項目 事項 内容 取組機関 宇都宮市 小山市 真岡市 矢板市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

１）ハード対策の主な取組

護岸整備（河岸侵食対策）等 関東地整

・引き続き，コンクリートブロック
などによる護岸改修を実施して
いく。
・引き続き，河川改修に伴う取
水堰の整備や橋梁の架替え工
事を実施していく。

なし
（国対応項目と思慮される）

特になし － 護岸整備を実施【検討中】 ・河川整備計画に基づき順次実
施する。
・各施設の機能が十分に発揮で
きるよう維持管理を適切に行
う。

・水防活動を支援するための新技術を
活用した水防資機材等の配備

市町、県
関東地整

・引き続き，新技術を活用した
水防資機材等の整備検討をし
ていく。

・水防資機材の適正な維持管
理
・土のう備蓄数の確保
・ドローンの技術力向上訓練及
び定期的な河川調査
・資格及び免許取得費用の確
保

・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を図る

特になし ・新技術を活用した水防資機材
等の整備の配備を検討していく

・水防活動に必要と思われる資
機材を調査し、整備計画を策定
・水防団員の安全を確保するた
めの資機材の充実を図る

－ 新技術を活用した水防資機材
等の配備を実施【検討中】

・平成25年度から水防団員の安
全を確保するための資機材の
充実を実施しており、今後も適
切な管理を実施していく。
【H28年度～】

・水防団員の安全を確保するた
めの装備の充実を順次図る。新
たな水防資機材の導入検討【R
８～】

配備を検討していく。 ・新技術を活用した水防資機
材等の備蓄を検討していく
【H28年度～】

・水のう（15m/本）18本を藤代出
張所に配備済（H28年度）
・土のう等の備蓄資材を必要に
応じて補充するなど維持管理を
適切に行う。

・浸水時においても災害対応を継続す
るための施設の整備及び自家発電装
置等の耐水化

市町
関東地整

・引き続き，浸水想定区域内に
ある市有施設に対し，災害対応
を継続可能な整備及び耐水化
について，検討する。
・本庁舎については，浸水想定
区域外に立地するため，対象外
と考えている。

市役所本庁舎、消防庁舎ともに
自家発電設備設置済み。
※本庁舎、消防庁舎は浸水想
定区域外に立地しております。

・対象施設：真岡市役所　本庁
舎　令和２年度に新庁舎が完成
し、自家発電装置等においても
耐水化済み

特になし ・対象施設：さくら市役所　耐水
に関して検討していく

・浸水想定区域外（新庁舎移転
に伴い、非常用電源は屋上に
設置）

災害対策本部となる庁舎等は
浸水想定区域に含まれていな
い

浸水時においても災害対応を
継続するため、ポータブル電源
により対応【継続実施】

・対象なし
【対象なし】

・役場は新庁舎建設に伴い対
策済

R10年の新本庁舎の整備に合
わせ自家発電装置等の耐水化
を行う。

耐水壁等の対策は実施済みだ
が、全面的な改修に合わせて
耐水対策を予定

項目 事項 内容 取組機関 宇都宮市 小山市 真岡市 矢板市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

・まるごとまちごとハザードマップ整備・
拡充

市町

・令和元年東日本台風で溢水し
た箇所において，電柱の一部に
シールや表示板で実績浸水深
を表示している。
（令和２年度～）

・令和６年度から、特に浸水想
定深の深い地域の電柱を中心
に毎年看板設置を実施中。

・協議会の中で検討していく ・特になし ・洪水浸水想定図の公表後、検
討を行い、公共施設や電柱を中
心に、表示看板の設置を実施し
た。

・防災講話の中で早期避難の
推進と、知人・親戚宅等への避
難、垂直避難など、地域や世
帯・個人にあったより適切な避
難方法を検討・周知する。

【R7年度予定】
・電柱や避難所を対象に表示看
板の設置

・まるごとまちごとハザードマッ
プ整備・拡充【検討中】

・協議会の中で検討していく
【H29年度～】

・まるごとまちごとハザードマッ
プ整備について検討していく
【R８～】

・検討していく。

・ハザードマップポータルサイトを活用し
た周知サポート、地図情報の活用

市町
国土地理院

・協議会において検討していく。 ・なし
（国土地理院対応項目と思慮さ
れる）

・出前講座などで周知。 ・WEBハザードマップを公開済
みであり、情報の随時更新を進
めていく

・特になし 【R8年度予定】
・ハザードマップの改定に併せ、
webハザードマップの構築を予
定

・ハザードマップポータルサイト
のリンクを町ホームページで公
開、地図情報の活用【継続実
施】

・タイムラインの更新及び実践
的な訓練を検討していく。

・ハザードマップポータルサイト
及び地図情報等の活用により
周知をサポート
【H28年度～】

・プッシュ型の洪水予報等の情報発信
市町、県
関東地整

・引き続き，緊急速報メールや
登録制防災情報メール等により
情報発信していく（体制整備済
み）。

・なし
（国対応項目と思慮される）

・防災メール等により随時情報
発信

・防災行政無線から切り替えた
防災情報配信システムによる水
位情報の発信を検討する

・特になし － ・キキクル通知サービス・洪水
情報及び土砂災害警戒情報の
プッシュ型配信【継続実施】

・新しい防災気象情報の改善に
伴うタイムライン等の見直しに
ついて検討していく。

・整備済（維持管理を適切に行
う）

・整備済（維持管理を適切に行
う）

・水位計やライブカメラ映像のリアルタ
イム提供

県
関東地整

・溢水が多発している市内９河
川に水位計及び河川監視カメラ
を設置している。
・「川の防災情報」（国土交通
省）において，河川監視カメラの
映像をリアルタイムで公開して
いる。

・なし
（国対応項目と思慮される）

・今年度作成中のハザードマッ
プ（冊子版、WEB版）に情報記
載予定。

・氾濫の恐れのある河川に対し
ライブカメラを設置済みであり、
維持管理を継続する

・ライブカメラは既に2か所（田
川・姿川）設置済み。引き続き取
り組んでいく。

－ ・県が設置した水位計等の情報
を閲覧できるポータルサイトのリ
ンクを町ホームページで公開
【継続実施】

・ハザードマップ更新に伴いライ
ブカメラ等の位置情報の周知提
供していく
【R8～】

・整備済（維持管理を適切に行
う）

・整備済（維持管理を適切に行
う）

・水害リスクラインによる水位情報の提
供

関東地整

・溢水が多発している市内９河
川に水位計を設置している。
・引き続き「川の防災情報」（国
土交通省）において，水位情報
をリアルタイムで公開する。

・なし
（国対応項目と思慮される）

・防災メール等により随時情報
発信

・水位情報の提供を検討する ・特になし － ・「洪水キキクル」と統合され、
気象庁のウェブサイトなどで確
認できる【継続実施】

・整備済（維持管理を適切に行
う）

・ハザードマップの機能向上
（デジタル化やユニバーサルデザイン
化等）

市町

・令和６年６月からWEB版ハ
ザードマップの運用開始
・その他，ユニバーサルデザイ
ン化等については，今後，協議
会において検討していく。

・防災ポータルサイトにハザード
マップを公開中。

・ハザードマップの更新と併せ、
機能向上できるよう準備を進め
る。

・WEB版を作成中 ・WEBハザードマップを公開済
みであり、情報の随時更新を進
めていく

・特になし 【R8年度予定】
・ハザードマップの改定に併せ、
「表示方法の改善」又は「webハ
ザードマップの構築」を予定

・ハザードマップの機能向上
（デジタル化やユニバーサルデ
ザイン化等）【検討中】

・ハザードマップ更新の際に検
討していく。

・デジタル化ハザードマップ情報
のホームｰページ上での公開
【R8～】

・R10のハザードマップ改定にお
いて、反映させていく。

・防災行政無線の改良・防災ラジオ等
の配布

市町

・引き続き，緊急告知機能付き
防災ラジオの購入補助を行い，
防災ラジオを普及する。

・同報系防災行政無線につい
て、市東部地区の新設及び市
南西部地区の既設設備の更新
を実施する。
・防災ラジオの無償貸与、購入
費助成を継続する。

・避難行動要支援者のほか、自
治会役員や消防団員等への防
災ラジオの無償貸与を進めてい
く。

・令和２～４年度にかけて電波
方式を変更し、戸別受信機を市
民に配布。

・防災行政無線から切り替えた
防災情報配信システムにより、
高齢者世帯などへの戸別受信
機の配布を促進していく

・防災行政無線の改良は検討し
ていく。
・防災ラジオは整備しており、有
償配布・無償貸与しており、引
き続き配布していく。

【H28年度～H29年度実施】
・移動系防災行政無線のデジタ
ル化

・防災行政無線の整備(デジタ
ル化)
・防災無線テレフォンサービス・
個別受信機配布・防災アプリの
導入【継続実施】

・防災無線のテレフォンサービ
スを実施
【H28年度～】

・防災行政無線の更新・改良及
び防災ラジオ、アプリ等との連
携検討【R8～】

・高齢者等に対する戸別受信機
の配付を推進する

・住民の避難行動を促進させる情報を
伝達するためのSNS等の整備

市町、県
関東地整

・引き続き，市公式LINEやXによ
り情報発信を行う。

・整備済みの伝達手段（安全安
心情報メール、LINE、X、
Facebook、エリアメール）の運用
を継続する。

・市公式アプリでの情報発信を
進めていく。

・防災メールの他、Lineなどによ
る情報発信も行っている。

・防災行政無線から切り替えた
防災情報配信システムによる
SNS活用を促進する

・LINEやX等のSNSで引き続き、
情報発信をしていく。

【R7年度実施】
・町情報アプリの整備（防災情
報をアラートで通知可、ハザード
マップや気象情報サイトのリン
ク集を搭載）

・住民の避難行動を促進させる
情報を伝達するためのSNS等
の整備【継続実施】

・町公式SNSを活用していく。 ・既存のSNS等の活用も含め情
報伝達手段の多様化をすすめ
ていく【R8～】

・防災防犯メールのSNS連携を
検討していく

・県公式LINEアカウントにマ
イ・タイムライン作成や防災
マップ閲覧のためのメニューを
設定【継続実施 】
・県公式YouTubeで防災啓発
動画を公開【継続実施】

・LINEを利用した「避難行動促
進ツール」など、作成に必要な
情報の提供や支援を行う。

・上流域の大雨による急激な水位上昇
等を考慮したタイムラインの更新及び
実践的な訓練の検討

市町、県
気象庁

関東地整

・協議会においてタイムラインの
更新について検討していくととも
に，職員向けの図上訓練を検
討していく。

・毎年タイムラインを考慮した風
水害対応職員訓練を実施継続
する。

・タイムラインの更新及び実践
的な訓練実施の検討

・出前講座などで住民向けに周
知を行っている。

・タイムラインの更新及びロール
プレイング等の実践的な訓練実
施の検討する。

・ロールプレイング等の実践的
な訓練実施を検討していく。

【H28年度から実施】
・タイムラインの更新及びロール
プレイング等の実践的な訓練の
実施を検討

・タイムラインの周知【継続実
施】

・タイムラインの更新の検討及
び訓練の検討
【H28年度～】

・タイムラインの見直し更新及び
実践的な訓練の検討
【R8～】

・タイムラインの更新及び実践
的な訓練を検討していく。

・タイムラインの更新への支援
及び訓練への参加
【H28年度～】

・トップセミナーの開催
・ホットライン訓練の実施
・自治体訓練に参加
【継続実施】

・防災気象情報の改善に伴うタイムライ
ン等の見直し

市町、県
気象庁

関東地整

・新しい気象情報に対応できる
よう，適時，市民周知の内容や
課内の災害対応マニュアル等を
修正していく。

・変更箇所の周知をHPやチラシ
配布等の手段にて行うととも
に、過年度作成済みの防災ガイ
ドブックの修正を検討する。

・今後、実施予定。 ・実施を検討する ・洪水ハザードマップのタイムラ
イン記載箇所の更新等を行う。

・新しい気象情報に併せて随時
更新していく。

・新しい気象情報の改善に伴う
タイムライン等の各種改善【継
続実施】

・タイムラインを新しい気象情報
の改善に合わせたものに修正
する。

・新しい気象情報の改善に伴う
タイムライン等の各種見直し
改善【R8～】

・新しい防災気象情報の改善に
伴うタイムライン等の見直しに
ついて検討していく。

・新しい気象情報の改善に伴
い、タイムライン等の各種改善
を行う【R8年度～】

・気象情報を改善し運用。自
治体が行うタイムライン等の
各種見直しを支援する。

・「逃げキッド」や関連する資料
等の修正を行う。

■洪水を河川内で安全に流す対策

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

■水害リスク情報の充実

■水害対応タイムライン等の充実

資料５
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項目 事項 内容 取組機関 宇都宮市 小山市 真岡市 矢板市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

２）ソフト対策の主な取組　①逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

・水害記録の伝承

市町、県
気象庁

国土地理院
関東地整

・引き続き，出前講座等を通じ
て過去の水害事例紹介や教訓
の伝承を行う。

・出前講座などを通じて被災履
歴の紹介を行い、風化防止に
努める。

・出前講座などで、本市被害状
況などの情報を提供。

・実施を検討する ・特になし ・今後検討していく ・地区防災計画により、過去の
自然災害の教訓を地域の方々
に適切にお伝えするとともに、
教訓を踏まえた的確な防災行
動による被害の軽減を目指す
【継続実施】

・出前講座等を活用した災害事
例等の伝達をしていく
【R8～】

・県HPに災害記録を掲載【継
続実施】

・宇都宮地方気象台のHPに掲
載している。
https://www.data.jma.go.jp/utsu
nomiya/bousai/kisyousaigai.html
・出前講座等で水害について普
及啓発を行っている。

・「自然災害伝承碑」の情報を地
形図等に掲載
【R元年度～】

・出前講座等において、過去の
水害を知って頂く。

・あらゆる主体へのマイ・タイムラインの
普及及び防災教育、講習会等の実施

市町、県
気象庁

国土地理院
関東地整

・申込に応じて出前講座を実施
しており，引き続き啓発に取り
組んでいく。

・防災講習やマイタイムライン作
成講習を出前講座等で実施継
続する。
・教職員を対象とした「防災リー
ダー講習会」及び「防災教育セ
ミナー」の実施を継続しながら、
講話や演習を通して、防災意識
の向上や災害発生時の対応に
関する知識や技能を高める機
会を提供する。

・地域座談会や市内小中学校
で、マイ・タイムライン普及等に
関する講話を開始した。今後さ
らなる普及促進を図る。

・出前講座により実施。 ・実施を検討する ・マイタイムライン作成に関する
防災講話を引き続き実施してい
く。

・「逃げキッド」を活用して、小学
校での出前授業を実施してい
る。

・出前講座等の要望があればマ
イ・タイムラインの普及及び防災
教育、講習会等の実施【継続実
施】

・小中学校を中心に出前講座を
活用したマイタイムラインの普
及啓発を実施していく
【R8～】

・小中学校における防災授業を
通じ、保護者等に対してもマイタ
イムラインを理解してもらう

・各土木事務所にて、防災教
育を実施している【H28年度
～】
・要請により、出前講座等を
行っていく【H28年度～】

・気象庁ワークショップ等で、仮
想の町や実際のハザードマップ
でキキクル等を用い、危険度に
応じた模擬避難訓練（机上訓
練）を行っている。

・地理院地図等を活用した防災
教育コンテンツの提供
【H28年度～】

・あらゆる主体へのマイ・タイム
ラインの普及に向けて、関係機
関と連携し、情報提供や講習会
等の支援を行う。

・防災教育等において、各種防災情報
の入手方法や内容の理解促進を図る

市町、県
気象庁

関東地整

・申込に応じて出前講座を実施
しており，引き続き啓発に取り
組んでいく。

・出前講座等の中で、情報入手
方法や内容の紹介を行う。
小学生を対象とした防災体験学
習などの体験学習を通して、防
災意識や危機回避能力の向上
を図る機会を設ける。

・地域座談会や市内小中学校
での講話を通じて各種防災情
報の入手方法や内容の理解促
進を図るよう検討していく。

・出前講座により実施。 ・実施を検討する ・要請により引き続き実施して
いく。

・小学校での出前授業（マイ・タ
イムライン）の中で説明をしてい
る。

・出前講座等の要望があれば
防災教育等において、各種防
災情報の入手方法や内容の理
解促進を図る【継続実施】

・学校担当課と調整し、実施を
検討していく
【H28年度～】

・学校、自主防災組織、各種団
体等の活動を通して情報入手
手段の普及と理解を促進してい
く
【R8～】

・実施を検討していく ・出前講座等においては、各
種防災情報の理解促進に努
める。【継続実施】

・出前講座や各種イベントで、キ
キクルをはじめとした気象庁が
発表する各種情報の普及活動
を行っている。

・出前講座等においては、各種
防災情報の理解促進に努め
る。

・住民参加の避難訓練等の実施
市町、県
気象庁

関東地整

・引き続き，地域における防災
訓練実施の際の助言や，支援
を行うとともに，市主催の総合
防災訓練を実施する。

・今後も、防災訓練や水防訓練
において、住民参加型の避難
訓練を継続的に実施していく。

・水害を想定した避難訓練の実
施を検討していく。

・市・消防団と連携で実施。また
は、各行政区で実施している物
に市が参加。

・実施を検討する ・自治会と連携した訓練等、
様々な種類の訓練を引き続き
実施していく。

・今後、町情報アプリ（R7年度整
備）を活用した訓練の実施を検
討している。

・住民参加の避難訓練等の実
施【継続実施】

・より多くの住民が防災訓練に
参加するよう促していく。

・行政区、自主防災組織等に呼
びかけ、避難訓練等の実施
を促進していく
【R8～】

・住民に対し、地区防災訓練へ
の積極的な開催を呼びかける。

・避難所運営に携わる住民を
対象とした実践的な実働の研
修会を実施する。【継続実施】

・訓練への参加および支援を
行う。

・関係機関の要請により、訓練
に参加し、各種情報連絡等の
支援を行う。

・地域の防災リーダー及びマイ・タイム
ラインリーダーの育成

市町、県
気象庁

関東地整

・引き続き，自主防災組織が地
域の実情に合った効果的な活
動を行えるよう，研修会や講演
会を開催するなど，防災リー
ダーの育成・支援を図る。

・防災士の養成や自主防災組
織との研修などを通じて防災
リーダー意識の高い人材を育成
する。

・市独自に地域防災リーダー養
成研修を毎年実施しており、継
続していく予定である。

・検討中。 ・実施を検討する ・検討していく。 ・自主防災組織を対象に「防災
士」資格の取得をサポート（町
補助金）している。

・地域の防災リーダー及びマイ・
タイムラインリーダーへの研修
を実施【検討中】

・自主防災組織や町防災士連
絡会等と連携し、防災リーダー
の育成を図る。

・自主防災組織のリーダー、
防災士等の協力の下、リーダー
の育成をすすめていく
【R8～】

・防災士資格取得に補助金を交
付することで、防災士自体を増
やすとともに、取得者にマイタイ
ムラインや防災訓練に参加して
いただく。

・自主防災組織等の指導的立
場にある方を対象とした講演
会やグループワークを実施す
る。【継続実施】

・防災士養成講座や自主防災
組織研修会において、防災知
識や防災気象情報の利活用等
について普及啓発を実施してい
る。
・自治体担当者との打合せにお
いて、「気象防災アドバイザー」
制度の説明を行っている。

・出前講座等を通じて、人材育
成を促進する。

・水防災意識強化週間における集中的
な水防災に関する普及・啓発活動の実
施

市町、県
気象庁

国土地理院
関東地整

・協議会において検討していく。 ・関係部署と連携して普及啓発
活動の実施を検討する。

・実施について検討していく。 ・ポスター等の掲示による周知 ・実施を検討する ・検討していく。 ・今後検討していく ・水防災意識強化週間に水防
災に関するパネル展を実施【継
続実施】

・普及啓発活動を実施する。 ・随時普及・啓発活動の検討を
していく
【R8～】

・検討していく。 ・ポスター掲示やパンフ等を配
布する。【継続実施】

・防災気象情報の改善内容を

積極的に周知する。
・水防災意識強化週間ポスター
の掲示
【R元年度～】

・ポスターやパンフ等を配布し、
自治体と連携した広報活動を継
続する。

・防災部局だけでなく高齢者福祉部局
や多文化共生部局等についても、協議
会への参加や協議会に関する情報共
有を実施

市町、県
関東地整

・引き続き，関係部局へ協議会
の会議資料提供を行い情報共
有を実施する。

・防災部局だけでなく高齢者福
祉部局についても、協議会への
参加や防災部局から協議会に
関する情報提供を受けるなど情
報共有を実施する。また、担当
課と協力し、外国人への情報伝
達等の課題について取り組む。

・情報共有を継続していく。 ・関連情報については共有して
いる。

・実施を検討する ・検討していく。 ・福祉部局とは、要配慮者向け
の防災情報等の共有又は会議
への同席を実施している。

・防災部局だけでなく高齢者福
祉部局や多文化共生部局等に
ついても、協議会への参加や協
議会に関する情報共有を実施
【継続実施】

・高齢者福祉部局及び多文化
共生部局への情報提供を行う。

・実施を検討していく
【R8～】

・検討していく。 ・県の福祉・医療・教育部局に
対し、情報提供や支援等を行
う。【継続実施】

・関係機関の要請により、必要
な情報提供や支援等を行う。

・地域包括支援センターにハザードマッ
プの掲示や防災関連のパンフレット等
を設置

市町

・協議会において検討していく。 ・担当課と連携しながら地域包
括支援センターにハザードマッ
プの掲示や避難訓練のお知ら
せ等のパンフレット等を設置を
継続する。

・福祉部局と連携し、設置を進
める。

・資料等配布を実施。 ・実施を検討する ・検討していく。 ・施設側と調整しながら進めて
いく。

・地域包括支援センターにハ
ザードマップの掲示や防災関連
のパンフレット等を設置【継続実
施】

・地域包括支援センターに防災
パンフレット類を設置する。

・調整、検討をしていく
【R8～】

・検討していく。

・地域包括支援センター・ケアマネ
ジャーと連携した水害からの高齢者の
避難行動の理解促進に向けた取組の
実施

市町

・申込に応じて出前講座を実施
しており，引き続き啓発に取り
組んでいく。

・地域包括支援センター・ケアマ
ネジャー等の日常勤務における
防災に関する取組事例を共有
・災害対応研修の場を活用し、
ケアマネジャーへハザードマッ
プ等の説明を実施
・最新の防災・減災施策の説明
や高齢者自身の災害・避難カー
ドの作成に対する支援を実施

・福祉部局と連携し、取組の促
進を図る。

・高齢者管轄部署と情報共有を
実施。

・実施を検討する ・地域包括支援センターと連携
した高齢者への避難行動の理
解促進への取り組みを検討して
いく。

・関係機関と連携しながら取り
組んでいく。

・地域包括支援センター・ケアマ
ネジャーと連携した水害からの
高齢者の避難行動の理解促進
に向けた取組の実施【検討中】

・地域ケア会議等において説明
等を実施する。

・福祉部局等との協議、検討
をしていく【R8～】

・実施を検討していく。

・要配慮者利用施設における避難確保
計画の作成及び訓練の促進

市町、県
関東地整

・毎年，庁内の所管課に対し
て，関係団体の計画作成を支
援するよう依頼しており，引き続
き働きかけていく。

・要配慮者施設において作成し
ている避難計画において、水害
時の避難方法を組み入れてお
り、訓練もすでに実施しているこ
とから、市としても避難方法など
適正か、的確に判断できるよう
支援していく。

・既存施設については要配慮者
利用施設計画の作成が完了し
ている。訓練の促進を図る。

・民生委員や担当部局と情報を
共有。

・実施を検討する ・福祉担当課と調整し、要配慮
者施設における訓練の実施を
検討していく。

・各関係機関と連携を取りなが
ら進めていく。

・関係機関と連携し、今後検討
していく【検討中】

・要配慮者施設において策定し
ている避難計画の対象災害の
中に水害も対象として位置づ
け、避難訓練等を支援
【H28年度～】

・要配慮者利用施設管理者等と
の情報共有と訓練の呼びかけ
を実施していく
【R8～】

・福祉部局と連携して実施して
いく

・県の福祉・医療・教育部局と
連携し、計画策定・訓練実施
状況の確認及び働きかけを行
う。【継続実施】

・関係機関の要請により、必要
な情報提供や支援等を行う。

・個別避難計画の作成及び実効性を確
保する取組の促進

市町、県

・毎年，庁内の所管課に対し
て，関係団体の計画作成を支
援するよう依頼しており，引き続
き働きかけていく。

・ホームページや広報などによ
り、災害時見守り情報個別票
（個別避難計画）の啓発を行
い、情報個別票の作成数増加
を図る。

・福祉部局と連携し、取組の促
進を図る。

・民生委員や担当部局と情報を
共有。

・実施を検討する ・福祉担当課と調整し、個別避
難計画の作成と実効性のある
取り組みの実施を検討してい
く。

・各関係機関と連携を取りなが
ら進めていく。

・関係機関と連携し、今後検討
していく【検討中】

・個別避難計画の作成を順次進
めていく。

・福祉部局、社会福祉協議会等
との協議をすすめ、計画の作成
及び実効性の確保に努めていく
【R8～】

・福祉部局と情報を共有してい
く。

・自主防災組織の促進及び支援等の検
討

市町、県

・地域の住民が協力し合う自主
防災組織の普及促進及び支援
等の検討を実施していく。

・自主防災会の設立促進を継続
的に進めて行く。

・自主防災組織に関して検討し
ていく

・出前講座や組織設立のため
の説明会を実施。

・自主防災組織に関して検討し
ていく

・引き続き自主防災組織の設置
数を増やしていく。

・自主防災組織の活動（資機材
整備や防災訓練等）に対して補
助制度を実施している。
・自主防災組織を対象にした研
修会を実施している。

・自主防災組織の促進及び補
助事業等の支援【継続実施】

・自主防災組織に関して検討し
ていく
【H28年度～】

・自主防災組織の設立促進と
活動支援を継続実施

・自主防災組織に対し、活動を
支援する為の補助金交付事業
を継続して行う。

・自主防災組織の支援に関し
て検討していく
【H28年度～】

■水害リスクの自分事化、防災教育を通じた人材育成

■共助の仕組み強化のための取組
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項目 事項 内容 取組機関 宇都宮市 小山市 真岡市 矢板市 さくら市 下野市 上三川町 益子町 芳賀町 塩谷町 高根沢町 栃木県 気象庁 国土地理院 関東地整

・水防団等への連絡体制の再確認と伝
達訓練の実施

市町

・ＭＣＡ無線機やＥメール配信等
の情報伝達手段を確保し，水害
危険箇所調査や水防訓練等を
通じて確実な連絡体制を確保し
ていく。

・既存の災害情報発信メールや
自動音声システムにより伝達手
段を確保し、月に一度、送受信
の点検訓練を実施している。情
報伝達は消防無線機を確保し
ており活用訓練を実施。

・消防団が、水防団を兼務して
おり、伝達の確認や実施につい
ては、日頃の訓練や火災現場
等で行っている

・消防団が水防団を兼務してお
り、規律訓練や分団長会議等で
連絡体制を再確認するととも
に、伝達訓練の実施を検討する

・消防団が水防団を兼務してお
り、伝達の確認や実施について
は日頃の訓練や火災現場等で
行っている。

・消防団が、水防団を兼務して
おり、伝達の確認や実施につい
ては、日頃の訓練や火災現場
等で実施している。

・メールやＬＩＮＥなどを活用した
連絡体制の再確認と伝達訓練
の実施【継続実施】

・消防団が水防団を兼務してい
る年間を通して定期訓練や火
災現場において行っている
【H28年度～】

・既存の連絡網を活用した訓練
を実施　【R8～】

実施について検討していく

・水防団同士の連絡体制の確保 市町

・ＭＣＡ無線機による連絡体制
を確保していく。

・近隣市町と積極的な交流を図
り、連絡体制の強化に努めてい
る。

・連絡体制を確保する ・連絡体制を確保する ・連絡体制を確保するためIP無
線機を活用していく。

・連絡体制を確保する。 ・携帯電話や防災行政無線(移
動系)などによる、近隣の水防
団の連絡体制の確保【継続実
施】

・連絡体制を確保する
【H28年度～】

・消防団の既存連絡網を活用し
て平常時からの連絡体制の確
保を図る　【R8～】

・連絡体制を確保する

・水防団や地域住民が参加する洪水に
対しリスクが高い区間の共同点検

市町、県
気象庁

関東地整

・水防団（消防団）との土砂災害
危険箇所調査の実施や，国が
実施している重要水防箇所等
の共同点検に，関係機関と共に
参加していく。

・国交省河川事務所、県土木事
務所と連携しながら、水防団・
住民が参加する共同点検を実
施継続する。

・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
参加していく

・現地視察を実施。 ・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
参加していく

・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
参加するよう、水防団（消防団）
に周知

・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検に
水防団（消防団）と町で参加をし
ている。

・県が実施する共同点検に毎年
参加している【継続実施】

・河川と接していないため共同
点検の対象外
【対象なし】

・毎年河川事務所が実施する重
要水防箇所等の共同点検に参
加していく
【R8～】

・毎年、河川事務所が実施する
重要水防箇所等の共同点検
に、消防団、消防署、町で参加
している。

・直轄河川の合同巡視に参加
【H28.5～毎年】
・県管理河川については、毎
年、出水期前に関係自治体、
消防等と重要水防箇所及び水
防倉庫の点検を実施【H28.5～
毎年】

・重要水防箇所等の共同点検
に参加（令和7年度未実施）。

・重要水防箇所等の共同点検を
実施
【継続実施】

・関係機関が連携した実働水防訓練の
実施

市町、県
関東地整

・関係機関と連携した宇都宮市
水防訓練を実施していく。

・出水期前に風水害実動訓練を
実施する。
関係機関との連携訓練を検討、
実施する。
・水防工法講習会等を毎年実施
し、現場対応力の向上を図る。

・利根川水系合同水防訓練及
び関係機関が行う水防訓練に
参加

・県土木事務所が主で実施。 ・毎年行っている水防訓練ので
実施を検討する。

・風水害を想定した市防災訓練
を実施する。

・毎年、町総合防災訓練（町・消
防署・消防団・自主防災組織等
の参加）を実施している。その
他にも風水害を想定した図上訓
練を実施している。

・風水害を想定した防災訓練を
実施【継続実施】

・防災訓練と併せ実施する
【H28年度～】

・毎年出水期前に水防訓練を実
施　【R8～】

・毎年出水期前に水防訓練を実
施

・水防管理団体が行う訓練へ
の参加
【H28年度～毎年】

・水防管理団体が行う訓練への
参加
【継続実施】

・水防活動の担い手となる水防協力団
体の募集・指定を促進

市町

・水防協力団体の募集につい
て，広報誌やホームページ等を
活用し行っていく。

・各自主防災会の訓練に消防
団を積極的に参加させ、連携強
化を図るとともに、各種イベント
等で募集活動を積極的に実施
する。

・消防団員の募集を消防団を通
して、随時募集を実施

・募集への周知を実施。 ・消防団員の募集を消防団を通
して、随時募集を実施する

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団員募集を実施

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団員募集を実施して
いる。

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団募集を実施【継続
実施】

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団員募集を実施
【実施済み】

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団員募集を実施
【実施済み】

・消防団が水防団を兼ねている
ため、消防団員募集を実施

・地域の建設業者による水防支援体制
の検討・構築

市町

・宇都宮建設事業協同組合と大
雨・集中豪雨による河川溢水被
害を防止・軽減することを目的と
した業務委託を締結しており，
組合を通じて市建設業者が対
応する体制を構築している。

・平成18年12月より小山建設業
協同組合との地域防災におけ
る応急対策の協力に関する協
定により、応急活動に必要な資
機材、物資及び人員の確保をし
ている

・実施を検討する ・県土木事務所と協力して実
施。

・実施を検討する ・検討していく。 ・地域の建設業者と災害時協定
を締結している。

・地域の建設業者による水防支
援体制の検討・構築【継続実
施】

・平成14年度から町建設業協会
と「災害時における作業、資材
の輸送等の協力に関する協定」
を締結
【実施済み】

・平成23年3月から栃木県建設
業協会と水防協力団体の協定
を締結している
【実施済み】

・実施について検討していく

・霞堤の適切な管理のための機能・効
果の啓発活動の検討・周知

市町、県
関東地整

・協議会において検討していく。 ・協議会で排水計画（案）の作
成について検討していく。

・協議会において検討していく 特になし ・協議会で排水計画（案）の作
成について検討していく

・協議会において検討していく。 ・協議会において検討していく。 ・霞堤の適切な管理のための機
能・効果の啓発活動【検討中】

・対象施設がないため対象外
【対象なし】

・協議会において検討していく
【R8～】

・協議会において検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく

・緊急排水計画に基づく排水訓練の実
施と見直し等

市町、県
関東地整

・協議会において検討していく。 ・協議会において検討していく。 ・実施を検討する 特になし ・緊急排水計画に基づく排水訓
練の実施を検討していく

・協議会において検討していく。 ・協議会において検討していく。 ・風水害を想定した防災訓練を
実施【継続実施】

・協議会で排水計画（案）の作
成について検討していく
【H29年度～】

・協議会において検討していく
【R8～】

特になし。 ・排水ポンプ車の操作訓練を
実施【継続実施】
・市町の要請により、必要な情
報提供や支援等を行う。

・関係機関の要請により、必要
な情報提供や支援等を行う。

２）ソフト対策の主な取組　②洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

■より効果的な水防活動の実施及び水防体制の強化

２）ソフト対策の主な取組　③一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

■排水訓練の実施
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平成27年関東・東北豪⾬により⻤怒川堤防（常総市三坂町地先）が決壊し、広範囲の浸⽔に
より約4,300⼈が救助されるなど、甚⼤な災害が発⽣してから今年で10年が経過しました。
⽔害の記憶や教訓を⾵化させずに未来へ繋ぐとともに、「⽔防災意識社会の再構築」と
「流域治⽔」の取組みをさらに推進することを⽬的に式典・シンポジウムを開催しました。
【日 時】 令和７年９月２８日（日） 13：30～１６：１５ 【場 所】 茨城県 常総市地域交流センター
【主 催】 常総水害から10年実行委員会 （茨城県 ・結城市 ・下妻市 ・常総市 ・守谷市 ・筑西市 ・つくばみらい市 ・八千代町 ・下館河川）
【内 容】 式典・シンポジウム・未来へ繋ぐ10年企画・防災イベント
【来 賓】 国会議員、茨城県知事、流域内首長、県議会議員等 【来場者】 約1,350名

● 式 典

大井川 茨城県知事橋本 整備局長

行動宣言を掲げて （実行委員）

神達 常総市長 （実行委員長）

青木事務所長と橋本整備局長

● シ ン ポ ジ ウ ム

基調講演 （防災芸人 赤プルさん）

ファシリテーター

パネルディスカッション 【テーマ】 水害の記憶を未来へ、私たちが今できること

菊池真以氏、須賀英雄氏、袖山文広氏、神達市長、青木事務所長筑波大・白川先生

パネリスト

● 未 来 へ 繋 ぐ １０ 年 企 画 等

「未来のきぬがわ」 絵画コンクール表彰式

高校生の書道パフォーマンス！

高校生書道部 メッセージムービー 上映

人文字 メッセージムービー 上映

利根川改修150年パネル展示

防災イベント会場

常総水害から10年 ～水害の記憶を未来へ～

式典 ・ シンポジウム を開催しました！

●水害の記憶を未来へ繋げ、
「逃げ遅れゼロ」を目指し、水害
リスクの自分事化や共助による
地域防災力の向上、流域治水
の推進など、５項目の取組みを
推進することを宣言しました。

● 「水害は、にげるしかない！」 ● 「防災の取組みに終わりはない、新たなスタート！」 「地域の絆を大切に！」

「常総水害から１０年特設ページ」
（下館河川HP）

絵画コンクール受賞作品展示

● たくさんの子供達に参加頂き、
水害を知り、未来へ繋げるきっ
かけとなったと思います。

https://www.ktr.mlit.go.jp/
shimodate/shimodate012
58.html
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洪⽔時避難の”ジブンゴト化”を促進する「避難⾏動促進ツール」

★ 住⺠へ避難のきっかけをつくり、ジブンゴトとして捉えて頂くために、⾸⻑からのメッセージ動画を配信
 常総市内において現在地を送信することで、⻤怒川・⼩⾙川・⼋間堀川が氾濫した場合の浸⽔の有無や、浸⽔が及ぶ河川を特定できます。
 浸⽔深だけでなく、浸⽔継続時間や家屋倒壊等氾濫想定区域の有無も確認できます。
 建物状況を⼊⼒することで、⽔平避難または屋内安全確保などの避難⾏動の⽬安を確認できます。
 洪⽔時には、常総市内の避難所の混雑状況をリアルタイムで確認できるサイト（VACAN）も閲覧できます。

位置情報と建物階数、建物
構造から屋内安全確保また
は水平避難の判断となる情
報を提示

VACANの情報へ

浸水継続時間、家
屋倒壊等氾濫想定
区域の有無も確認

3河川の浸水深を提示

GPS情報の取得・送信

（配信イメージ）

★首長から緊急の （画⾯操作イメージ）
メッセージを配信

●⽔害リスクの「ジブンゴト化」を推進 ●迅速かつ的確な避難⾏動を促す ●常総市をフィールドに構築

資料７
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■ 日 時 ： 令和７年８月２８日（木） １４：００～１６：００ ■ 講 師 ： 澤 麻 美 （流域治水アンバサダー、気象予報士、防災士）

■ 場 所 ： 茨城県 県西生涯学習センター

■ 参加者 ： 42名 （17自治体） （減災対策協議会、流域治水協議会の担当者、及び多文化共生、福祉担当職員）

H27水害から10年の節目を迎えるにあたり、洪水の恐ろしさを知らない方や水害時に支援が必要な方々（高齢者、障害者、外国人等）を含め、

あらゆる主体にマイ・タイムラインを知って頂くとともに、ジブンゴト化の意識を向上させ、流域住民の避難行動促進の取組みをさらに発展させ

る事を目的に、自治体職員向け講習会 （対象 ： 防災、福祉、多文化共生課等） を開催。

ポイント① マイ・タイムライン講習会

★主なご意見等

● 「学校教育での積極的な展開」、「広報などによる啓発」、「リーダーの育
成」など多角的な展開が必要。そのためには、防災部局だけでなく、教育
委員会など自治体内での他部署との連携の重要性を再認識した。

● 在留外国人など支援が必要な方への普及も重要であり、そのためにも、
教材の多言語化やデジタル化が必要だと感じた。また、様々なイベントで
の周知を多文化共生部署としても実施していきたい。

● 澤さんから、マイ・タイムラインのこれまでの講師経験から、教える際のノウハウの教えて頂いた

● あらゆる主体に広げるため、福祉や多文化共生等の担当職員も参加

ポイント② 避難行動促進ツールに関する情報提供

● 水害リスクの「ジブンゴト
化」を推進し、迅速かつ的
確な避難行動を促す目的

● スマートフォンを活用した
プログラムを構築

・常総市をフィールドに試行
（公式LINEを活用） → 
各自治体へ展開・発展

● GPSにより現在地の浸水危険
度等を把握、避難所情報ともリ
ンク

● 首長からの緊急メッセー
ジにより切迫感を伝える

ポイント③ 意見交換 （マイ・タイムラインの普及を進めるアイデア）

● 自治体職員同士の意見交換により、情報交換やコミュニケーション向上

● 減災対策協議会の取組方針の見直しに向けた検討材料

各グループからの発表グループ討議

参加者集合写真

会場の様子各テーブルで対話しながら講義の様子

流域住民の避難行動促進 ［自治体職員向け講習会］ 資料８
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マイ・タイムラインリーダー認定講座～とちぎ学生防災サークルとの連携～

実 施 目 的：若い世代を対象にマイ・タイムラインリーダーを育成することを目的に、栃木県の「とちぎ学生防災サークル支援

事業」と連携し、マイ・タイムラインリーダー認定講座を開催。

実 施 日 時：令和7年12月13日（土） 13：40～15:40

実 施 場 所：下館河川事務所 3階会議室

参 加 者：とちぎ学生防災サークル学生16名（帝京大学、佐野日本大学短期大学、国際医療福祉大学）、行政関係者4名

主な実施内容：マイ・タイムラインリーダー認定講座後、リーダー認定証の交付

 実施状況

【参加者の感想】
 約10他人からの言葉ではなく、自分で考えて、自分で避難を判断することが大事だということを学んだ。

 今回のハザードマップは宇都宮市で自分の住んでいる地域ではなかったので、宇都宮市について学べてよかったことと、帰ったら自

分の住んでいるところを調べようと思った。

 自分自身は水害の経験がないが、いとこが一度水害にあって、家が水没しているのを体験している。そのときを振り返ってどのように

行動したらよかったのかを考えるきっかけとなった。

 自分の住んでいるところは高台にあるのでハザードマップを調べたことがなかった。改めて確認することで危機管理能力が身につい

たと感じた。

 こういうきっかけがないと手を付けることが難しいと思うので、今回は貴重な経験ができたと感じている。

集合写真 リーダー認定の交付HMとスマホでリスク確認 参加者同士の意見交換
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「在留外国人を対象とした避難体験型マイ・タイムライン講習会
実施の進め方～行政職員向け手引き～」について

 「在留外国人を対象とした避難体験型マイ・タイムライン講習会実施の進め方～行政職員向け手引き～」（以降は、本手引きと

呼ぶ）は、市区町村の防災担当者等が在留外国人に対して洪水からの避難を検討するツールであるマイ・タイムラインの作成

体験を主眼においた講習会の開催を、効率的・効果的に行うための一助となるもの

 目次構成  手引き案

目次

【1】在留外国人を対象としたマイ・タイムライン講習会を進
めるにあたって

■マイ・タイムラインとは何か

■在留外国人へのマイ・タイムライン普及の必要性

■在留外国人へのマイ・タイムライン講習会を進めるにあたって

【2】講習会を開催するまでの準備
■企画立案

■参加者

■講習会での使用言語

■講習会会場

■河川管理者等からの情報提供

■資料等の準備

■役割分担の設定

【3】講習会の進め方
■２部構成による進め方を推奨

■タイムスケジュールの一例

【4】講習会を受けた参加者の感想
■講習会を受けた参加者の感想

【5】進行シナリオ
■【第１部】マイ・タイムライン作成体験

■【第２部】避難体験

講習会時の読み原稿を提示
【5】進行シナリオ

表紙
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